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1. 研究の目的 
 本研究の目的は、関連者間における無形資産の独立企業間価格の算定方法として経済協力開発機構
（Organization for Economic Co-operation and Development、以下OECD）が導入を進めている、取
引後の定期的調整の問題点を検討することにある。 
 
2. 研究の背景 
 OECDが定期的調整の導入を進める背景には、関連者間無形資産取引において独立企業原則に則った
取引対価を算定すること、また独立企業原則に則って算定された適正な対価であるか否か判断すること
が困難な場合が多いという移転価格税制上の問題が存在する。そこでOECDは、関連者間で行われる評
価が困難な無形資産（Hard-to-Value Intangibles、以下HTVI）取引が行われる場合、特に上記の算定・
判断が困難と考え、税の浸食と利益移転（Base Erosion and Profit Shifting、以下BEPS）問題解決の
一手段として定期的調整の導入を検討している。 
 そこで、2015年10月にOECDから発表された「Aligning Transfer Pricing Outcomes with Value 
Creation, Actions 8-10: 2015 Final Reports」（最終レポート）に記される定期的調整の内容を主な研究対
象とし、当該定期的調整が如何にBEPSに対処する内容になっているか、また、当該定期的調整では
BEPSに対処仕切れないと考えられる問題点を考察する。 
 
3. 研究の手法 
i.  本稿ではまず、独立企業原則、OECDが考える無形資産の定義、及び関連者間HTVI取引の
定義と特徴を明記する。 
ii.  次に、無形資産取引の特徴を示し、他の資産等取引とは区別して関連者間無形資産取引におけ
るBEPS問題を検討する必要性を示す。 
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iii.  関連者間無形資産取引に特徴的なBEPS問題が存在することは米国財務省及び内国歳入庁も
認識しており、OECDの想定する定期的調整に類似する定期的調整を、米国は既に導入している。
当該定期的調整が、米国財務省規則に定める定期的調整であり、その財務省規則の根拠となるの
が、内国歳入法482条に定める所得相応性基準である。また、所得相応性基準と財務省規則に定
める定期的調整の導入経緯は、OECDの想定する定期的調整を理解する上でも参考になる。した
がって、所得相応性基準導入の経緯と財務省規則に定める定期的調整の根本的な考え方を明らか
にした後、OECDと財務省規則による定期的調整の比較を行う。 
iv.  OECDと財務省規則による定期的調整の比較を通し、最終レポートに記される、OECDの想
定する定期的調整の問題点を明らかにする。考えられる問題点について、明確にすべき点、修正
すべき点、我が国の現行法との整合性について検討が必要な点に分け、著者の考えを示す。 
 
4. 研究の内容 
 まず、第1章では、独立企業原則及びOECDが考える無形資産の定義について明記する。続いて、本
稿で研究するOECDの想定する定期的調整の対象である、関連者間HTVI取引の定義と特徴を明記する。
関連者間HTVI取引の定義は、①信頼できる比較対象が存在せず、且つ②取引開始時点で、取引対象の
無形資産価値を算定するために用いられる将来キャッシュ・フローまたは取引対象の無形資産に由来す
る見込み収益値が極めて不確実である、または当該無形資産の価値評価に用いた仮定が極めて不確かで
あり、最終完成レベル（level of ultimate success）が取引時に予測困難である無形資産または無形資産
に含まれる権利であるとされる。 
 関連者間HTVI取引の定義分析より、主に次のことが明らかになる。 
 独立企業間取引と関連者間取引は、取引当事者間の資本関係を原因とする根本的な差異が存在する
こと 
 関連者間無形資産取引では、比較対象取引を見出すことが困難な場合が多いこと 
 取引時点においてHTVIの取引対価を算定する際、将来キャッシュ・フロー等将来情報を用いて算
定するが、当該算定方法には、定期的調整を用いても克服しがたい欠点が存在すること 
 また、OECDから2015年6月に発表された「Public Discussion Draft BEPS Action 8: Hard-to-Value 
Intangibles」（ディスカッション・ドラフト）と最終レポートに記される、関連者間HTVI取引の特徴の
差異より、次のことがわかる。 
 関連者間HTVI取引の対価が取引時点で一括支払され、取引後に定期的調整が行われる場合、課税
上の時効を考慮する必要があり、対価を複数回に渡り分割払いする場合と分けて考える必要がある 
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 OECDはCCA契約による関連者間HTVI取引にも定期的調整を適用する方針である 
 第2章では、無形資産取引の特徴に起因するBEPS問題が主な研究内容である。無形資産取引は、他
の資産等取引と区別し、BEPS問題が発生し易い環境にあるとOECDは考えている。その原因と考えら
れる無形資産取引の特徴として、以下3点を挙げる。 
 無形資産の開発に係る費用の特殊性 
 BEPSに無形資産取引が利用されることが多い現状 
 国際的な関連者間無形資産取引の増加 
 第3章では、OECDの想定する定期的調整の内容をより詳細に検討する。そのため、当該定期的調整
に類似し、既に米国で導入されている米国財務省規則が定める定期的調整と比較する。比較の前提とし
て、OECDの想定する定期的調整の理解に資すると考えられるので、米国財務省規則が定める定期的調
整の根拠である、内国歳入法482条導入の背景を記す。加えて、財務省規則が定める定期的調整が独立
企業原則と整合的であることを示し、OECDの想定する定期的調整も独立企業原則と整合的であると考
えられることを示す。 
 第4章では、主に第3章での比較を通し、OECDの想定する定期的調整の問題点を明らかにする。考
えられる問題点について、OECDの想定する定期的調整を明確にすべき点、修正すべき点、我が国の現
行法との整合性について検討が必要な点に分け、著者の考えを示す。 
 明確にすべき点には次のことが挙げられる。 
 用語の定義が不明確である点 
 定期的調整後の対価の取扱が不明確である点（特に取引時点において対価が一括支払される場合） 
 HTVIに起因する実際キャッシュ・フローの把握方法が不明確である点 
 修正すべき点には次のことが挙げられる。 
 定期的調整は「後知恵」であるとの批判については、納税者と課税当局の両者から定期的調整を行
えると修正し、定期的調整を納税者にとっての予測困難性も補う制度にすることで対処してはどう
だろうか 
 BEPSの抜け道を残すことになるので、定期的調整の対象外となる条件から納税者が事前確認制度
を利用する場合を除くべきではないか 
 我が国の現行法との整合性について検討が必要な点には次のことが挙げられる。 
 OECDの想定では、マイナスの定期的調整についても定期的調整を行えると考えられる。しかし、
OECDの想定する定期的調整によりマイナスの定期的調整が行えるとすると、申告所得金額が独
立企業間申告所得金額に比べて過大であっても税金の還付は行わない我が国の租税特別措置法66
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条の4の定めと不整合となる虞がある 
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 はじめに 
 
 本研究の目的は、関連者間における無形資産の独立企業間価格の算定方法としてOECDが導入を進め
ている、取引後の定期的調整の問題点を検討することにある。 
 OECDが2013年から開始した調査によると、保守的に見積もっても年間全世界の法人所得税の4%
〜10%に相当する金額（USD 1,000億〜2,400億）が税侵食されていると考えられている1。また、これ
までの国際税務に係るルールの下では十分に考慮されていなかった近年のグローバルな経済環境に起因
する国際税務問題は、各国課税当局の力の範囲を遥かに超える状況に発展しているため2、早急に対応が
必要な政治的協議事項と認識されるに至った3。これら問題意識に対する具体的な行動として、2012年6
月に開催されたG20ロスカボス・サミットにおいて所得浸食と利益移転を防ぐ必要性が再認識されたこ
とを発端に4、2013年2月にOECDが「Addressing Base Erosion and Profit Shifting」5としてBEPS
問題をとりまとめ、同年7月には「Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting」として15項目の
具体的な行動指針が公開され6、2015年10月に各行動の最終レポートが公開されている。 
 OECDでは行動計画8として無形資産の項目を設け、他の資産等と区別し、BEPS問題に取り組んで
いる。ただし資産が無形であるか否かは、資産の概念にとって本質的ではない。無形資産は目視できな
                                            
1 OECD. About Base Erosion and Profit Shifting (BEPS). 
2 森信夫 (2014). 「移転価格の経済学 BEPS問題への対応と無形資産評価」. 中央経済社, p. 26. 
3 OECD (2015).  Aligning Transfer Pricing Outcomes with Value Creation, Actions 8-10: 2015 Final 
Reports, p. 3. 
4 G20ロスカボス・サミット首脳宣言48条 (2012). 外務省. 
5 OECD (2013). Addressing Base Erosion and Profit Shifting. OECD Publishing.  
6 参考までに、行動計画（action）1から15は以下の通りである（日本語訳は主に国税庁ホームページに基づ
く。「OECD租税委員会によるOECD BEPS行動計画に関する最終報告書の公表について（平成27年10月）」）。 
行動計画1. 電子経済の課税上の課題への対処 
行動計画2. ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化 
行動計画3. 外国子会社合算税制の強化 
行動計画4. 利子控除制限ルール 
行動計画5. 有害税制への対抗 
行動計画6. 租税条約の濫用防止 
行動計画7. 恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止 
行動計画8〜10. 無形資産取引に係る移転価格ルール 
   行動計画8. 無形資産 
   行動計画9. リスクと資本 
   行動計画10. その他のハイリスク取引 
行動計画11. BEPSの規模・経済的効果の分析方法の策定 
行動計画12. 義務的開示制度 
行動計画13. 多国籍企業の企業情報の文書化 
行動計画14. 相互協議の効果的実施 
行動計画15. 多数国間協定の策定 
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い何らかの存在であるが、現在の支出が将来のキャッシュ・フローを産み出すという点で、有形資産と
何ら異なるところはない、と無形資産の本質は分析される7。にもかかわらず、OECDは、移転価格税制
において無形資産取引を有形資産や金融資産等の取引と区別し取扱うことの重要性を説いている理由は、
主に次の3点が挙げられる（詳細は第2章第3節）。 
1. 無形資産の開発に係る費用の会計上の取扱いが特殊であること 
2. 国際的な所得移転に無形資産が利用されることが多い現状 
3. 国際的な関連者間無形資産取引の増加 
 したがって、本稿では無形資産（行動計画8）に焦点を当て、OECDモデル租税条約9条「特殊関連
企業」条項に基づき、独立企業原則に則った無形資産の譲渡またはライセンス取引に係るガイダンスと
位置付けられる、最終レポート内の「Intangibles」の章を軸に議論を進める。 
 本稿の大まかな流れは次の通りである。 
 第1章に記す内容は次の通りである。 
 独立企業原則及びOECDが考える無形資産の定義について明記する。 
 関連者間HTVI取引の定義分析を通し、独立企業間取引と関連者間取引の根本的な差異、関連者間
無形資産取引の特徴、将来キャッシュ・フロー算定方法の欠点を明らかにする。 
 ディスカッション・ドラフトと最終レポートに記される関連者間HTVI取引の特徴の差異よりわか
ることを記す。 
 第2章は、無形資産取引の特徴に起因するBEPS問題が主な研究内容である。無形資産取引は、他の
資産等取引と区別し、BEPS問題が発生し易い環境にあるとOECDは考えている。その原因と考えられ
る無形資産取引の特徴を挙げる。 
 第3章では、OECDの想定する定期的調整の内容をより詳細に検討する。そのため、当該定期的調整
に類似し、既に米国で導入されている米国財務省規則が定める定期的調整と比較する。比較の前提とし
て、OECDの想定する定期的調整の理解に資すると考えられるので、米国財務省規則が定める定期的調
整の根拠である、内国歳入法482条導入の背景を記す。加えて、財務省規則が定める定期的調整が独立
企業原則と整合的であることを示し、OECDの想定する定期的調整も独立企業原則と整合的であると考
えられることを示す。 
 第4章では、主に第3章での比較を通し、OECDの想定する定期的調整の問題点を明らかにする。考
えられる問題点について、OECDの想定する定期的調整を明確にすべき点、修正すべき点、我が国の現
                                            
7 中里実 (1998).「金融取引と課税 –金融革命家の租税法–」有斐閣, p. 107. 
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行法との整合性について検討が必要な点に分け、著者の考えを示す。著者の考えは次の通りである。 
<明確にすべき点> 
 用語の定義が不明確である点 
 定期的調整後の対価の取扱が不明確である点（特に取引時点において対価が一括支払される場合） 
 HTVIに起因する実際キャッシュ・フローの把握方法が不明確である点 
<修正すべき点> 
 定期的調整は「後知恵」であるとの批判については、納税者と課税当局の両者から定期的調整を行
えると修正し、定期的調整を納税者にとっての予測困難性も補う制度にすることで対処してはどう
だろうか 
 BEPSの抜け道を残すことになるので、定期的調整の対象外となる条件から納税者が事前確認制度
を利用する場合を除くべきではないか 
<我が国の現行法との整合性について検討が必要な点> 
 OECDの想定では、マイナスの定期的調整についても定期的調整を行えると考えられる。しかし、
OECDの想定する定期的調整によりマイナスの定期的調整が行えるとすると、申告所得金額が独
立企業間申告所得金額に比べて過大であっても税金の還付は行わない我が国の租税特別措置法66
条の4の定めと不整合となる虞がある 
 また、Appendixにおいて米国での定期的調整導入のきっかけとなった無形資産取引の判例2件を紹介
する。これは本文で当該判例を参照し、問題が発生しうる現実的な状況に随時言及するためである。 
 本稿で検討する無形資産取引の定期的調整の実施に係るガイダンスは2016年に、実施の詳細は2020
年に、OECDから公開される予定である8。本稿はあくまでも最終レポートをOECDによるBEPS関連
ドキュメントの最終版として議論するものである。よってHTVIの独立企業間価格算定方法詳細に関す
るOECDの動向は、引き続きOECDから発表される情報を収集する必要がある。  
                                            
8 前註釈3, p. 64. 
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第1章 独立企業原則と関連者間HTVI取引 
 
第1節 独立企業原則の定義 
 
 MNE及び課税当局が従うべき国際的移転価格の原則として独立企業原則があり、OECD加盟国は独
立企業原則に従うことに同意している。OECDモデル条約第 9条 1項によると独立企業原則とは、「商
業上又は資金上の関係において、双方の企業の間に、独立の企業の間に設けられる条件と異なる条件が
設けられ、又は課されているときは、その条件がないとしたならば一方の企業の利得となったとみなさ
れる利得であってその条件のために当該一方の企業の利得とならなかったものに対しては、これを当該
一方の企業の利得に算入して租税を課することができる」と定義されている9。当該原則が OECD によ
り導入され、OECD加盟国により採択された背景は次の通りである。親子会社・兄弟会社等の関連企業
の間では、種々の理由から、独立企業間取引において通常設定される対価（独立企業間価格）とは異な
る対価で取引を行う傾向がある。この傾向は、最近の国際的経済活動の活発化と企業の多国籍化に伴い、
国際取引においても顕著になりつつある。このように、独立企業間価格と異なる対価で取引が行われた
場合には、取引の当事者である企業の間で所得が移動するので、各企業の所得は適正所得とは異なるも
のとなる。特に、国際的にそのような取引が行われた場合には、所得の国際的移動が生じ、独立企業間
価格で取引が行われた場合に比して、国家の税収が増減する10。つまり BEPS 問題が発生する。当該国
際問題に対処する目的で関連者間取引の適正取引対価を算定する際、MNE 及び課税当局が従う原則を
独立企業原則と呼ぶ。 
 
第2節 無形資産の定義 
 
最終レポートにおいては、無形資産とは、「物理的資産または金融資産ではなく、商業活動のために所
有または支配でき、且つ比較対象となる独立企業間取引においてその使用または譲渡の対価が発生する
もの」と定義している。しかし無形資産の会計的または法的定義に注目するより、独立企業間で行われ
る無形資産取引で合意される条件設定に注目すべきとし、OECDは無形資産を積極的・能動的に定義す
ることに固執していない。さらに無形資産の定義に言及する箇所では、次のように考えられている11。無
                                            
9 前註釈9, p. 27. 
10 金子宏 (2014). 「租税法」. 弘文堂, pp. 499-500. 
11 前註釈3,¶6.5, p. 67. 
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形資産の定義が具体的であり過ぎる場合は、独立企業間にて取引される資産の使用または譲渡に対し対
価が発生している取引であっても、無形資産取引から漏れてしまう無形資産が存在しうる虞があり、課
税当局の課税ベースが減少する可能性が考えられる。対してOECDは無形資産の定義が抽象的であり過
ぎる場合、独立企業間では取引対価の授受が行われていない取引であるにも関わらず、関連者間では対
価を算定する必要に迫られる可能性があるとしている。言葉を補って解釈すると、無形資産の定義が抽
象的であり過ぎる場合、独立企業間においては無形資産取引として認識せず、役務提供取引等他の取引
として対価を算定している取引までも無形資産取引として認識することになってしまう。そうすると独
立企業原則に反する独立企業間価格算定が行われ、納税者及び課税当局が混乱する可能性がある。 
無形資産という用語には、国際的に、もしくはさまざまな基準で統一的に用いられる定義が存在しな
い。日本の企業会計原則によると、無形（固定）資産とは、「営業権、特許権、地上権、商標権等は無形
固定資産に属するものとする」との指示が盛り込まれているに過ぎない12。また、International 
Accounting Standards (IAS) 第38号では、無形資産を「物質的実体のない識別可能な非貨幣性資産」
と定義している13。つまり IAS においては、無形資産とは有形資産でも金融資産でもない資産という定
義である。このように、無形資産は一義的に定義し、認識することが難しい様子がうかがえるため、OECD
が無形資産を積極的・能動的に定義することに固執していないことは支持できる。 
 
第3節 関連者間HTVI取引の定義と特徴 
 
第1項 関連者間HTVI取引の定義 
 最終レポート中の無形資産に係る記述において、2014年に発表された「BEPS Project Guidance on 
Transfer Pricing Aspects of Intangibles」からの大きな進展の一つは、ディスカッション・ドラフトを経
て、「BEPS Project Guidance on Transfer Pricing Aspects of Intangibles」Section D. 3「取引時点にお
いて独立企業間価格算定が極めて困難な場合」の対処について最終案が発表されたことであろう。当該
対処案により、無形資産取引から生じる課税所得に対して取引後に定期的に調整を行うことが可能にな
る。以下、この調整を定期的調整と呼ぶ。ここで誰が定期的調整を行うことができる者であるか、とい
う疑問があり、この疑問点については第4章で取り上げる。 
 よって第4章以前は、調整を行うことができる者を「取引時点の価格決定を評価する際、独立企業間
であれば取引時に成立していたであろう独立企業間価格決定を知るために、課税当局は財務的成果に関
                                            
12 企業会計原則第三 四（一）B. 
13 秋葉賢一 (2014). 「エッセンシャル IFRS」. 中央経済社, pp. 227-228. 
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する事後的証拠を用いる権利がある」との記述14から暫定的に課税当局と解釈する。取引時点において独
立企業間価格算定が極めて困難な関連者間無形資産取引として、関連者間Hard-to-Value Intangibles
（HTVI）取引という概念を定義し、関連者間HTVI取引をOECDの想定する定期的調整の対象として
いる。本節では、OECDが定義する関連者間HTVI取引の定義と特徴を記す。 
HTVIはその関連者間取引が行われる時点において、①信頼できる比較対象が存在せず、且つ②取引
開始時点で、取引対象の無形資産価値を算定するために用いられる将来キャッシュ・フローまたは取引
対象の無形資産に由来する見込み収益値が極めて不確実である、または当該無形資産の価値評価に用い
た仮定が極めて不確かであり、最終完成レベル（level of ultimate success）が取引時に予測困難である
無形資産または無形資産に含まれる権利であると定義される15。 
 
第2項 関連者間HTVI取引の定義分析 
 上述した関連者間HTVI取引の定義、「HTVIは、その関連者間取引開始時点において、①信頼できる
比較対象が存在せず、且つ②取引開始時点で、取引対象の無形資産価値を算定するために用いられる将
来キャッシュ・フローまたは取引対象の無形資産に由来する見込み収益値が極めて不確実である、また
は当該無形資産の価値評価に用いた仮定が極めて不確かであり、最終完成レベル（level of ultimate 
success）が取引時に予測困難である無形資産または無形資産に含まれる権利」を、各要素に分けて分析
する。分析を通し、OECDの想定する定期的調整が適用されうる場合を明確にする。 
 
1. 「HTVIはその関連者間取引開始時点において」 
 当該箇所より、①、②の定義を満たす場面を、HTVI の関連者間での取引が開始される時点に限
定している。独立企業間取引と関連者間取引には根本的な差異が存在するので（下記2. 「①信頼で
きる比較対象が存在せず」及び第 3 章第 1 節参照）、定期的調整の対象を「関連者間取引」と強調
して、限定することが必要である。 
 
2. 「①信頼できる比較対象が存在せず」 
 HTVI の関連者間取引が行われる時点において「信頼できる比較対象取引」を必要とするのは、
納税者である。納税者が取引開始時点において取引対価を算定するために、比較対象取引を必要と
する。また信頼できる比較対象の意味は、第1章第1節より、関連者間取引における取引対価を算
                                            
14 前註釈3, ¶6.192 
15 前註釈3,¶6.189, p. 110. 
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定する際信頼するのは独立企業間取引であるので、独立企業間取引と解する。ここまでで、HTVI
関連者間取引が開始される時点において、信頼して比準できる独立企業間取引が存在しない場合に
限定している。 
 また、特に関連者間無形資産取引では、比較対象取引を見出すことが困難な場合が多い実務的理
由として、次の2点が指摘される16。 
 第三者とのライセンス契約では供与される無形資産が限定的であるのに比べ、関連者間取引で
は広範囲に無形資産が供与される場合が多く見られるため。 
 関連者間では有形資産取引、役務提供取引及び無形資産取引等が一体としてなられる場合が多
いため。 
 以上の理由より、比較対象取引として、無形資産が単独で且つ限定的にライセンスされている独
立企業間取引については公開情報から見出せる可能性はあるかもしれない。よって、そのような場
合は定期的調整の対象外となるよう、OECDは関連者間HTVI取引の定義から除いている。しか
し、独立企業間取引では、関連者間で行われるような広範な無形資産の供与や、有形資産・役務提
供・無形資産取引等が一体としてなされることは稀であり、仮にあったとしても企業がそのような
第三者情報を入手することは困難となる。つまり、関連者間無形資産取引では、比較対象取引を見
出すことが困難な場合が多いので、定期的調整の対象として、信頼できる比較対象が存在しないこ
とを明記する必要があると考えられる。 
 
3. 「②取引開始時点で、取引対象の無形資産価値を算定するために用いられる取引対象の無形資産に
由来する将来キャッシュ・フローまたは見込み収益値が」 
 取引開始時点で取引対象の無形資産価値を算定する際、取引対象の無形資産に由来する将来キャ
ッシュ・フローまたは見込み収益値（以下、将来キャッシュ・フロー等）を用いることを前提とし
ている。取引対象外の資産に由来する将来キャッシュ・フロー等はHTVI関連者間取引で考慮に入
れない。 
 
4. 「極めて不確実である」 
 算定の根拠である、取引対象の無形資産に由来する将来キャッシュ・フロー等が、極めて不確実
である場合を想定する。「極めて」の程度がどれ程であるのか、別途定められる必要がある。そして
                                            
16 坂本安孝 (2014). 「Vol. 5 知的財産と移転価格税制（2）」. 知的財産管理技能士会. IP マネジメントレビュ
1ー4号, p. 53.  
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不確実である要因も複数存在する。例えば、取引対象の無形資産に由来する将来キャッシュ・フロ
ー等の金額が不確実である場合や、将来キャッシュ・フロー等の金額は確実であるが、発生可能性
が不確実である場合が考えられる。また、当該将来キャッシュ・フロー等の情報を、取引開始時点
において必要とするのは、納税者である。 
 
5. 「または当該無形資産の価値評価に用いた仮定が極めて不確かであり」 
 将来キャッシュ・フロー等と分けて書かれていることより、取引される無形資産を取引開始時点
で価値評価するにあたり用いた情報（無形資産の研究開発の背景や、市場状況等）を指すと考えら
れる。本稿では、以下「将来情報」と呼ぶ。 
 
6. 「最終完成レベル（level of ultimate success）が取引開始時に予測困難である」 
 最終完成レベルが何を意味するのかは不明である。読み手により、解釈の余地が大幅に入りうる
文言である。第4章においても再度OECDの定期的調整の問題点として指摘する。 
 
7. 「無形資産または無形資産に含まれる権利であると定義される」 
 HTVI は無形資産が対象であることは、定義の前段階でわかったが、無形資産に含まれる権利も
対象である。 
 
 1〜7の分析をまとめると、定期的調整の対象となる場合は、以下の場合であることがわかる。 
i. 無形資産または無形資産に含まれる権利が関連者間で取引される場合、定期的調整の対象と
なる。 
ii. 定期的調整の対象となる場合は、関連者間HTVI取引においては、納税者が信頼して比準で
きる独立企業間取引が存在しない。 
iii. 定期的調整の対象となる場合は、取引開始時点で取引対象の無形資産価値を算定する際、取
引対象の無形資産に由来する将来キャッシュ・フロー等を用いる。 
iv. 関連者間 HTVI 取引の対価算定根拠である、取引対象の無形資産に由来する将来キャッシ
ュ・フロー等が、取引開始時点で納税者にとって極めて不確実である場合、定期的調整の対
象となる。 
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第3項 将来キャッシュ・フローを予測する手法の欠点 
 一般的に独立企業間取引において、無形資産の一括支払対価を算定する際、割引現在価値法を用いる
場合があり、当該方法はOECDや米国財務省規則も当該方法の使用を想定している通り、広く用いられ
る方法と考えられる。また複数事業年度に渡り対価を算定する際も、現在価値に割り引かないとしても、
取引開始時点で納税者が将来キャッシュ・フローを予測すると考えられる。しかし、割引現在価値法は
以下3つの欠点を有し17、これら欠点は突き詰めると将来キャッシュ・フローを予測する際の欠点と読み
換えられる。当該欠点が無形資産取引についてさまざまな解釈の余地を生んでいると考えられるので、
OECDの想定する定期的調整を導入しても困難さが残ることに留意する必要がある。 
 事業計画への依存 
 キャッシュ・フローを算定する際、一般的には経営者等が作成する事業計画等を元にする。し
たがって、事業計画の確度、作成責任者、会社の態度に大きく依存することになる。事業計画の
確度等が変化すれば、将来キャッシュ・フロー値も変化することになり、計算の根拠が不安定と
なる場合がある。また、各々の無形資産（HTVI）に帰属するキャッシュ・フローの流列を特定す
ることも、実務上困難を伴うことが多いと考えられる。 
 企業動向の激しいケース 
 変化の激しいビジネス環境では、納税者が最善の予測に基づいて誠実に事業計画を作成してい
たとしても、その通りにならない可能性がある。計算に用いる割引率（及び将来キャッシュ・フ
ロー）にリスクが反映されない可能性、あるいはリスクの高低の判断が非常に難しい場合がある。
判例2 Bausch & Lomb事件を参照する。本件の一論点に、割引率に反映されるべきリスクの高低
の判断が難しい点があった。 
 評価の主観性 
 上記2点に関連するが、割引現在価値法は評価者の主観が入る余地が非常に大きい計算手法と言
える。キャッシュ・フローの見込み、評価結果に大きな影響を与える割引率の見積りから主観性
を排除することはできないことに留意する必要がある。あくまでも最も合理的な値を計算に用い
る。判例1 Nestle事件を参照する。本件では納税者、IRS、租税裁判所、控訴審が各々異なる特許
未出願技術の評価額算定方法を示している。 
 
                                            
17 DCF研究会 (2003).「DCF入門 再生のための企業・債権評価手法の実務」. 社団法人金 
融財政事情研究会, pp. 16-18. 
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 したがって、OECDは iv. 関連者間HTVI取引の対価算定根拠である、取引対象の無形資産に由来す
る将来キャッシュ・フロー等、またはv. 取引対象の価値評価をするにあたり用いる情報が不確かである
ことに有効に対処することは困難な場合が多いと考えられる。そこでOECD の想定する定期的調整は、
予測には限界があることを認識しつつ、独立企業間であれば納税者が自発的に合理的な予測根拠に基づ
いて取引を行うので、当該関連者間HTVI取引においても納税者が自発的に合理的な予測根拠に基づい
て取引を行うことを促し、以って独立企業原則に則った関連者間取引が行われたとみなす仕組みと考え
る。そして納税者が自発的に行わなかった場合、定期的調整がペナルティとして与えられる。 
 
第4項 関連者間HTVI取引の特徴 
また、OECDによると当該定義を有するHTVIの取引または利用は、以下6つの特徴を1つ以上有す
ると考えられている18。 
1. 当該無形資産が取引時点において、取引対象無形資産が一部のみ開発されていること。 
2. 当該無形資産が、取引後数年間は商業的に利用される予定のないこと。 
3. 当該無形資産が上記①、②で述べたHTVIの定義には合致しないが、HTVIに該当する他の無形資
産の開発や改良に含まれること。 
4. 当該無形資産が取引時点において前例の無い方法で利用される予定であり、類似の無形資産の開発、
利用実績が存在しないため、予測が困難であること。 
5. 当該無形資産がHTVIの定義に合致し、関連者間において対価が一括で支払われること。 
6. 当該無形資産がCCAまたは類似の契約下で利用または開発されること。 
 因みに、ディスカッション・ドラフト時点では、以下4つの特徴を1つ以上有する無形資産をHTVI
と特徴付けていた19。 
1. 当該無形資産が、取引時にその開発が一部しか行われていないこと。 
2. 当該無形資産が取引後数年間は商業目的で利用される予定のないこと。 
3. 当該無形資産は単独ではHTVIではないが、HTVIと考えられる他の無形資産の開発や改良に組み
込まれていること。 
4. 当該無形資産が取引時に前例の無い方法での利用が検討されていること。 
 ディスカッション・ドラフトから最終レポートにかけての主な変更は、最終レポートにおいて5. 当該
無形資産がHTVIの定義に合致し、関連者間において対価が一括で支払われること、及び6. 当該無形資
産がCCAまたは類似の契約下で利用または開発されること、が追加されたことである。 
                                            
18 前註釈3,¶6.189-6.190, p. 110. 
19 OECD (2015). Public Discussion Draft BEPS Action 8: Hard-to-Value Intangibles,¶10, p. 5. 
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 5について、対価が一括支払という特徴が明記されるようになったのは、一括支払による無形資産移転
時に起こりうる問題に特に注意を払う必要性を認識するためであると考えられる。その問題とは、課税
上の時効と定期的調整の関係から指摘され、無形資産に帰属する所得に大幅な変動があった場合の対価
の調整を無形資産の移転時の属する課税年度のみで行う場合、移転後の無形資産に帰属する所得に大幅
な変動があり、調整が必要になったとしても、無形資産の移転時の属する課税年度において課税上の時
効が成立していて調整できない可能性が生じるという問題である。対価が一括支払の場合を定期的調整
の対象外としてしまうと、納税者が独立企業間価格より著しく低い価格で無形資産を一括支払により低
税率国に移転してしまう問題を定期的調整により解決できないこととなり、定期的調整の効果が十分に
発揮されないことになってしまう20。したがって、対価を複数回に渡り分割払いする場合と特に区別して、
対価を一括支払する場合を明記していると考えられる。対価が一括支払の場合に定期的調整を適用する
ことについては、米国財務省規則においても如何に取扱うべきか長く議論されてきた21。そのため、第3
章第3節にて一括支払の考え方をさらに詳しく述べる。 
 6について、まずCCAの定義を確認する。 
 CCA とは、①特定の無形資産を開発する等の共通の目的を有する契約当事者（以下、参加者）間で、
②その目的の達成のために必要な活動（以下、研究開発等の活動）に要する費用を、当該研究開発等の
活動から生じる新たな成果によって各参加者において増加すると見込まれる収益又は減少すると見込ま
れる費用（以下、予測便益）の各参加者の予測便益の合計額に対する割合（以下、予測便益割合）によ
って分担することを取り決め、③当該研究開発等の活動から生じる新たな成果の持分を各参加者のそれ
ぞれの分担額に応じて取得することとする契約と定義され、例示として、新製品の製造技術の開発に当
たり、法人及び国外関連者のそれぞれが当該製造技術を用いて製造する新製品の販売によって享受する
であろう予測便益を基礎として算定した予測便益割合を用いて、当該製造技術の開発に要する費用を法
人と国外関連者との間で分担することを取り決め、当該製造技術の開発から生じる新たな無形資産の持
分をそれぞれの分担額に応じて取得することとする契約がこれに該当する、とされている22。 
 つまり、CCA によればその参加者は、新規の無形資産の研究開発等に要する費用を負担することで、
その無形資産の所有権等を開発時に取得することになり、開発途中や開発後に当該無形資産を移転等す
る必要がなくなることが考えられ、契約内容次第で、低税率国にある実質的に開発に携わっていない参
                                            
20 浅川和仁. 「米国租税法上の無形資産の評価の実情と日本に対する示唆 –所得相応性基準の分析を中心とし
て–」. 税大論叢, pp. 351-352. 
21 前註釈20, pp. 352-353. 
22 移転価格事務運営要領の設定について（事務運営指針）第2章調査 2-14. 
OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax Administrationsに沿って、2006
年に我が国に導入されたCCAの定義である。 
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加者に費用を負担させるだけで、開発した無形資産からの成果を当該参加者に配分することが可能にな
る23。この無形資産の移転等を回避することで定期的調整の対象外となり、無形資産取引による BEPS
問題対処に抜け道ができることを防ぐため、OECDはCCA等の契約下で開発される無形資産の取引を
関連者間HTVI取引の特徴として最終レポートに6を盛り込んだと考えられる。CCA等の契約下で開発
される無形資産の取引を定期的調整の対象とする点は、米国財務省規則で定める定期的調整には盛り込
まれていない内容であり、OECDの想定する定期的調整の特徴といえよう。 
 加えて、CCA契約を締結する時点において将来の収益等を予測することから、本章第3節第3項に述
べたような予測の不確実さが存在することになる。OECDは当該不確実性にも定期的調整を以って対処
することを目的としていると考えられる。 
 
第4節 小括 
 
 第1節及び第2節では、独立企業原則及びOECDが考える無形資産の定義について明記した。資産が
無形であるか否かは、資産の概念にとって本質的ではない。現在の支出が将来のキャッシュ・フローを
産み出すという点で、有形資産と無形資産は何ら異なるところはない。 
 しかし、第3節より、関連者間取引であること、及び関連者間無形資産取引であることに鑑みると、
取引される資産が無形資産であるということは、他の資産等の取引とは異なる意味を持つ。他の資産等
の取引と区別して取扱う必要がある原因は、資本関係がある中での無形資産取引であることや、無形資
産取引の実務的な現状等にあると考えられる。この点に関しては次章でさらに詳しく検討する。 
 また、関連者間HTVI取引では、取引時点において将来キャッシュ・フロー等の予測を行う必要があ
るが、一般的に予測に用いられる手段には定期的調整を用いても解決できない欠点があるため、OECD
の想定する定期的調整は、関連者間HTVI取引を通して起こるBEPS問題を完全に解決することはでき
ない。OECDの想定する定期的調整はこの点に留意する必要がある。 
 実際の定期的調整の内容の検討は第3章で行うこととし、次章では無形資産取引におけるBEPS問題
を挙げ、関連者間無形資産取引を通して発生するBEPS問題への対処の必要性を認識する。  
                                            
23 居波邦泰 (2011). 「米国のコスト・シェアリング契約に係る移転価格訴訟の考察 –ザイリンクス事案及びベ
リタス事案–」. 税大ジャーナル第16号, p. 186. 
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第2章 無形資産取引におけるBEPS問題 
 
第1節 BEPS問題の顕著化 
 
 1920年代、各国が独自に制定する税制により、MNEの所得に対し二重課税が発生するという問題
が国際連盟により認識された。国際連盟加盟各国は、当該二重課税の問題に対し各国政府とMNE両者
にとって明確な、国際的な租税に関するルールを制定する必要性を認識する。以後国際税務に関する法
令等はグローバル経済の成熟にとって根幹となる役割を果たすようになる24。国際連盟、国際連合、OECD、
各国課税当局等が国際的に二重課税の回避を模索する一方、納税者であるMNEとしてはタックス・セ
ービングへのインセンティブが存在することと、各国の（特に二重課税回避目的で整備された）税制の
差異を利用した複雑な租税回避スキームを立案できる環境により、グループ全体での納税額を最少にす
る法人所得税申告を行うようになる25。MNEにより、ある国と比較して相対的に低税率国が存在するこ
とを利用し立案された租税回避スキームにより、一国の税源が浸食され、利益が他国に移転する結果に
なる。つまりBEPS問題が発生する。したがって、BEPS問題は一国のみで対応を完結することは不可
能な問題であり、国際的にBEPS問題が顕著化することになる。 
 OECDは、非課税又は低税率での課税自体は各国の税務政策であるので問題ではないが、税務申告
を行う国と課税所得が生み出される活動が国境を跨いで故意に分離されることを問題視している。当該
問題を受けて、G20諸国の財務大臣がOECDに働きかけ、各国の主権を尊重しつつもBEPSを回避す
るための国際的取組として、BEPS問題に関するAction Planをまとめるに至ったのである26。 
 第1章に述べた通り、MNE及び課税当局が従うべき国際的移転価格の原則は独立企業原則であるが、
OECDは、無形資産が関連する取引は、独立企業原則に則った取引であるか否かを判断することが困難
である場合が多いと特段の注意を喚起している27。にもかかわらず、関連者間無形資産取引を通しての低
税率国への所得移転は現在もMNEにより行われていると考えられ、さらにBEPSに利用され易い関連
者間無形資産取引は、年々増加傾向にある（本章第3節で詳しく記述する）。実際判例1及び2は、IRS
                                            
24 OECD (2013). Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting, p. 7. 
25 自動車、機械、製薬、電機、食品、日用品、小売、ネットの主要8業種において、日本を代表する企業と海
外のライバル企業とを比較すると、日本企業が全業種で税引前当期純利益に占める税負担の割合が高いという
研究結果が発表されている。このように、日本企業は出遅れている様子ではあるが、海外企業は税金をコスト
と捉え、世界規模で積極的なタックス・セービングを経営方針として計画していると言える（「ROE左右する
税負担 日本と世界の企業を比較」. 日本経済新聞.）。 
26 前註釈26, pp. 10-11. 
27 OECD (2010). OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax 
Administrations, Chapter VI, ¶6.1, p. 191. 
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が納税者はBEPSを行っていると考え、更正しようとした取引であったが、効果的なBEPS問題の対応
策を実行することができなかったため、IRSの視点からすると、米国の税収が国外に移転してしまった
例である。また、判例1及び2やその他裁判となった取引からわかる通り、国外に移転される金額は巨
額になることも少なくない。判例1及び2は、所得相応性基準と定期的調整を導入することで、米国が
関連者間無形資産取引を通してのBEPS問題に対処する必要性を認識した事件の例である。さらに、次
節ではBEPS問題を放置した場合に弊害を受けると考えられる3者を挙げ、各々の立場からBEPS問題
の弊害を明らかにする。 
 
第2節 BEPS問題の当事者と弊害 
 
 BEPS問題の当事者については、無形資産取引によるBEPS問題のみならず、取引全般によるBEPS
問題に関する当事者としてOECDは想定している。しかし本稿では無形資産取引によるBEPS問題に
着目する都合上、当該当事者を無形資産取引によるBEPS問題の当事者としてここに紹介する。 OECD
は、以下3者を当事者とし、被るであろうBEPS問題の弊害を挙げている28。 
1. 政府にとっての弊害 
 ある国で課税されるべき所得が、他の低税率国に移ってしまうと、元の国の税制システムは、見
込んでいた税収より少ない税収で国民にサービスを提供せざるを得ないことになる。つまり、社会
における税はそのシステムを通し、所得の再分配を行う役割を担っているので、BEPS問題により
効果的な所得の再分配を行うことが困難になるという弊害が考えられる29。また、BEPSを行って
いる納税者に関してメディア等の報道を知ることで、他の納税者は不公平感を抱くことも考えられ
る。 
2. 納税者にとっての弊害 
 ある納税者の税制上の所得と当該所得が生み出される活動が、課税地域を跨いで故意に分離され
ると、本来所得が課税されるべき課税地域の他の納税者は、皺寄せを被ることになるとOECDは
考えている。 
3. ビジネスにとっての弊害 
 MNEにとって、その企業の実効税率が極端に低いということが明らかになることは、社会的評
                                            
28 前註釈26, p. 8. 
29 前註釈27, p. 4. 
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判に傷がつくことになる30。また、所在国内のみで事業活動を行っている家族経営企業や新興技術
開発企業等は、一般的にMNEのように所得を国外に移転し、高度な節税スキームを組めるほどの
能力を有していない。この点においてビジネス上の公平な競争が確保されないとOECDは指摘す
る。 
 
第3節 無形資産取引の特徴とBEPS問題 
 
 本章前節までは無形資産取引に限らず、BEPS問題全般に係る事項について述べた。本節からは無形
資産取引に焦点を絞り、無形資産取引に特徴的なBEPS問題について述べる。OECDは、移転価格税制
において無形資産を有形資産や金融資産等と区別して取扱うことの重要性を説いている31。その理由とし
て考えられる無形資産取引の特徴は、「はじめに」でも述べた通り、主に1. 無形資産の開発に係る費用
の会計上の取扱いが特殊であること、2. 国際的な所得移転に無形資産が利用されることが多い現状、3. 
国際的な関連者間無形資産取引の増加、の3点が挙げられる。各々について以下に詳細を述べる。 
 
第1項 無形資産の開発に係る費用の特殊性 
 無形資産の開発に係る支出は、会計上資産ではなく研究開発費または広告宣伝費として費用計上され
る場合があるため、当該支出から生み出された無形資産は、必ずしも資産計上されるわけではない。し
かし、資産計上されない無形資産の中には著しい経済価値を企業にもたらす潜在的無形資産も存在し、
移転価格税制の面からは無形資産として認識すべきと考えられる32。また、有形資産を製造するための支
出については一時の損金算入が認められない一方、無形資産を形成するための支出である研究開発費ま
たは広告宣伝費については、支出時に一時の損金算入が認められるという租税法上の大きな違いが存在
する33。 
 したがって、適正な取引対価無しに潜在的無形資産が国外へ移転してしまうことを防ぐために、移転
価格税制上は無形資産として取扱うことが効果的な費用が無形資産に関しては存在することと、無形資
産の開発に係る費用が租税法上有形資産の製造費用と異なる取扱いをされるため、移転価格税制上の無
                                            
30 報道でも見られるように、MNEの過剰な節税スキームを批判する世論も多く存在し、国際社会から過剰な
節税スキームを組むMNEに対しての風当たりは強まっていると言えよう（例：BBC News Magazine. Google, 
Amazon, Starbucks: The Risk of ‘Tax Shaming.’）。しかし、法人所得税を企業のコストと捉え、そのコストを
積極的に削減しようと努める行為は、当該企業の株主にとっては好意的に受入れられている側面もある。 
31 前註釈3, Chapter VI,¶6.7, p. 67. 
32 前註釈3, Chapter VI,¶6.7, p. 67. 
33 高久隆太 (2008). 「知的財産をめぐる国際税務」. 大蔵財務協会, p. 28. 
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形資産取引は他の資産等の取引と区別し、特に注意を払って取扱うことが重要となる。 
 
第2項 BEPSに無形資産取引が利用されることが多い現状 
 上記第1項の理由に加え、国際的な所得移転に無形資産が利用されることが多いという現状からも、
OECDは関連者間無形資産取引によるBEPS問題の対処に注力していると考えられる。その根拠となる
研究結果は次の通りである。 
 親会社が米国内に存在し、製造を行う子会社が他国に存在するMNEを対象として、無形資産から得
られる所得、関連者間取引、所得移転、及びロケーションの選択の関係性を調査した34。その結果、研究
開発に係る無形資産から得られた所得の約50%が高税率国から低税率国に移されていた。また、主に研
究開発活動を行っている子会社は、関連者間取引の件数が他の子会社に比べて多く、より所得移転の機
会が多いことがうかがえる。さらに、所得移転のインセンティブを有する、高税率国または低税率国に
存在する子会社も、関連者間取引の件数が顕著に多い結果となった。著しく高税率な国、または著しく
低税率な国に対する投資を行っている、主に研究開発活動を行う米国親会社も、所得移転を行っている
という研究結果が示されている35。 
 
第3項 国際的な関連者間無形資産取引の増加 
 また、OECDは現行の国際税務基準は、グローバルなビジネス実務の変化、特に無形資産（及びデジ
タル・エコノミー）の分野における変化に十分対応できているとは言い難いと指摘する36。OECDが提
示するデータではないが、次に例として示すデータと分析より、国際的な関連者間無形資産取引が年々
増加しており、また取引額も増額傾向にあることがわかる。 
図1は日本銀行の「国際収支統計」をもとに、1996年から2013年までの特許等使用料37に係る国際
収支の推移を示したものである。1996年においては、支払特許等使用料と受取特許等使用料の合計額は
10,684億円であったのに対し、2013年には44,237億円となっている。これは約4.14倍の増額である。
また、2002年から特許等使用料収支が黒字に転じている原因は、安価な労働力や新たな需要を求め、日
本企業における海外生産の拡大が進んだことにより、日本国内本社が持つ生産に必要な特許権等を国外
                                            
34 前註釈5, p. 64. 
35 詳しくは次を参照：Grubert, H. Intangible Income, Intercompany Transactions, Income Shifting, and the 
Choice of Location. National Tax Journal, Vol. 56, No. 1, Part 2, March 2003, pp. 221-242. 
36 前註釈5, p. 7. 
37 「特許等使用料」は、特許使用料以外に、商標権・意匠権・実用新案権・著作権等の使用料、技術指導料等
を含む概念である（山口英果 (2004).「特許等使用料収支の黒字化について」. 日本銀行ワーキングペーパ ,ー p. 
1.）。 
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関連者等に提供し、その対価として国外から特許等使用料受取額が増加しているためと分析される38。デ
ータは日本企業に係るものであるが、研究開発機能を低税率国に移転等させるインセンティブを有する
企業が多いと推測されるOECD加盟国では、同様の特許等使用料に係る国際収支の傾向が見られるであ
ろう。無形資産取引が増加、特に2006年頃から増加割合が増している今日のビジネス環境に鑑み、OECD
が無形資産取引を通じたBEPS問題への対処を早急且つ重点的に行う必要性を認識する。 
 
図1：日本企業の特許等使用料に係る国際収支の推移39 
（縦軸単位：億円、横軸単位：年） 
 
凡例 
受取特許等使用料 ■ 
支払特許等使用料 ■ 
特許等使用料（ネット） 折線 
 
第4節 近年の関連者間無形資産取引に関する判例 
 
 Appendix の判例 1 及び 2 のように、関連者間で無形資産を移転またはライセンスした対価により
BEPSが発生する問題は、1986年の所得相応性基準導入の原因となったことからも分かる通り、BEPS
                                            
38 柴田啓子 (2013). 「法定実効税率が海外子会社のロイヤルティ支払に及ぼす影響」. 財務省公報誌ファイナ
ンス, p. 68. 
39 日本銀行. 「国際収支統計（IMF国際収支マニュアル第5版ベース）」. 
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問題としては比較的以前から把握されてきた。しかし、財務省及び IRSは 1990年代以降、第 1章第 3
節第4項に述べたような米国企業によるCCA契約の利用による無形資産からの所得の国外移転の事実を
把握し、これによるBEPSを防ぐための対処を検討してきたように、無形資産を利用した新たなBEPS
問題も存在する40。CCA 契約に係る事件の内、訴訟まで発展した事件として「ザイリンクス事件」41と
「ベリタス事件」42がある。本稿ではCCA契約について深く議論することを目的としていないが、第1
章第3節第4項に述べた通り、OECDは無形資産に係るCCA契約も定期的調整で対処することを考え
ているとうかがえるので、今後OECDから発表されるCCA契約と定期的調整に係る情報にも注目した
い。 
 
第5節 小括 
 
 第1節では、国際的な無形資産取引が増加しているビジネス環境により、納税者の考案する租税回
避スキームもグローバル化し、一国の税源が国境を跨いで他国に移転してしまうという、移転価格税制
上のBEPS問題の顕著化の背景を明らかにした。 
また、第2節に挙げるBEPS問題の弊害を受ける当事者も、一国内に限らず存在し、BEPS問題は国
際的に対応が急がれる問題であることがわかる。しかし、BEPS問題の当事者として挙げられるビジネ
ス（MNEの経営者）の視点から考えると、極めて低い法人税率による高い税引後利益（純利益）を株
主に分配することができ、極めて低い法人税率から抜け出して「通常の」法人税率が適用されることに
なれば、そこで巨額の株主価値が失われることが予測され43、よってビジネスにとっては法人税率差異を
利用したタックス・プランニングを行わないことの弊害も存在するとの考えもある。しかし当該タック
ス・プランニングを行わないことの弊害は短期的な弊害と解する。長期的視点で考えると、BEPS問題
の弊害を受ける政府は、当初見込んだ税収を確保しようと対策を講じ、納税者に皺寄せが及ぶことが予
想される。もしくは政府は財源が確保できず、税制を通じての効果的な所得の再分配を行うことが困難
になる等の理由で、結局間接的に納税者に弊害が及ぶことが予想される。したがってBEPS問題には早
急に効果的な対応が求められる。 
 第3節からは本稿の研究の中心である無形資産取引に焦点を絞り、他の資産等取引と異なる無形資
                                            
40 前註釈25, p. 186. 
41 Xilinx Inc. and Consolidated Subsidiaries, Petitioners v. CIR, 125 T.C. 37 (2005) 参照。 
42 Veritas Software Corporation & Subsidiaries, Symantec Corporation (Successor in Interest to Veritas 
Software Corporation & Subsidiaries), Petitioner v. CIR, 133 T.C. 297 (2009) 参照。 
43 前註釈2, p. 27. 
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産取引の特徴とBEPS問題を明らかにした。その特徴故に関連者間無形資産取引において発生している、
関連者間無形資産取引BEPS問題  
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第3章 OECDと米国が想定する定期的調整の比較 
 
 第1章第4節にて、OECDの想定する定期的調整は、予測の限界を認識しつつ、独立企業間であれば
納税者が自発的に合理的な予測根拠に基づいて取引を行うので、当該関連者間HTVI取引においても納
税者が自発的に合理的な予測根拠に基づいて取引を行うことを促し、以って独立企業原則に則った関連
者間取引が行われたとみなす仕組みと考えた。そして納税者が自発的に行わなかった場合、定期的調整
がペナルティとして与えられる。 
 OECDの想定する定期的調整の内容を理解するために、米国財務省規則に定める定期的調整を比較対
象として用いる。現時点で既に定期的調整を導入している国には米国とドイツがある。しかし本章で理
解する、OECDの想定する定期的調整により類似する定期的調整は、米国財務省規則に定める定期的調
整であることから、これを比較対象とした。財務省規則に定める定期的調整は、1986年に IRC482条に
導入された「所得相応性基準（commensurate with income standard）」に基づいて定められているので、
まず本章第1節において、米国における所得相応性基準導入の背景を明らかにする。また、米国で定期
的調整が導入された当時、独立企業原則と整合的であるか否かという議論が行われ、この問題はOECD
の想定する定期的調整にも当てはまると考えられる。よって、第2節では、財務省規則が定める定期的
調整が独立企業原則と整合的であるとの考えを示す。そして第3節では、財務省規則が定める定期的調
整と比較しつつ、OECDの想定する定期的調整の内容を理解する。 
 
第1節 米国における所得相応性基準導入の背景 
 
 所得相応性基準とは、IRC 482条における「無形資産（第936条(h)(3)(B)に規定するものに限る）の
譲渡又は実施権の供与の場合には、当該譲渡又は実施権の供与に係る所得金額は、その無形資産に帰す
べき所得の金額と釣り合いのとれたものでなければならない」の箇所のみを指す用語である。一方定期
的調整とは、端的に言うと、無形資産取引から生じる課税所得に対して取引後に定期的に調整を行うこ
とを可能とする規定であり、財務省規則に詳細が定められる用語である。OECDの最終レポートでは所
得相応性基準という用語は用いられておらず、財務省規則の定期的調整に類似する定期的調整が想定さ
れている。よって、本稿では「所得相応性基準」と「定期的調整」という用語を使い分ける。しかし、
米国における所得相応性基準導入の背景は、今日OECDが対処しようとしているBEPSへの問題認識
と根本を同じくすると考えられるので、本節では所得相応性基準導入の背景から述べる。 
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 定期的調整の対象となる無形資産は、IRC936条「プエルトリコと属領税額控除（Puerto Rico and 
Possession tax credit）」にあげられるものを対象としている。1976年に導入されたIRC936条には、プ
エルトリコ及び米国バージンアイランドを含む米国属領で事業活動を行う一定の米国法人が、税額控除
の利用を選択できるという租税誘因措置が定められていた44。同時に、IRC936条導入前から、属領法人
は属領での事業から得た収益に対する課税を回避するだけでなく、外国で得た事業に対する再投資から
得た所得に対する合衆国課税も回避されてしまう問題が存在したため、当該問題にも対処する必要性が
あり、IRC936条は、いわば「優遇税制」と「規制税制」の両立が求められていた45。しかし、属領法人
へ無形資産を移転し、米国法人とライセンス契約を締結する方法で IRC936条の優遇税制を悪用するケ
ースを問題視した米国議会は、1986年の税制改正において無形資産（及び受動的所得）に対する取扱を
厳格化し、IRC482条の所得相応性基準が導入された46。 
 より詳細にBluebookを見ると、IRC482条改正の理由として、次の事態が挙げられている47。根本的
な問題として、関連者間取引は独立企業間取引とは異なるという事実がある。潜在的に収益性のある無
形資産を移転する際のリスクは、関連者間取引と独立企業間取引では異なる。親会社は子会社の資本持
分があるため、当該無形資産取引でいくらの価格を定めていても、将来の収益が確保されている。また、
親会社は自身が望むのであれば、毎年でも関連者間取引契約を調整し、取引された資産の著しい状況変
化に対応することができる。特に問題であるのは、関連者間において高収益が予測される無形資産が移
転される場合である。納税者は国外関連者にそのような無形資産を、開発の初期段階で移転し、著しく
低額な対価を設定する。既に高収益が見込まれると納税者が分かっている無形資産であっても、当該無
形資産を低税率国に移転し、当該無形資産の対価より低額と考えられる業界の平均対価を独立企業間対
価として支払うことで、取引後に発生する高収益を低税率国に移転することが頻繁に行われた。したが
って米国議会は、改正前の IRC482条では関連者間で取引される無形資産からの所得が適正に配分され
ないことに対処するため、国際的な関連者間無形資産取引の対価は、その無形資産に帰すべき所得の金
額と釣り合いのとれたものでなければならないという所得相応性基準が IRC482条に追加された。 
 BluebookにはBEPSという言葉は用いられていないが、この米国議会が認識した国外への利益流出
問題は、BEPS問題である。そしてBluebookで認識される上記の問題は、現在も完全には解決されて
                                            
44 増井良啓 (2010). 「米国両議院税制委員会の所得移転事例研究を読む」. 租税研究第734号, p. 257. 
45 中村雅秀 (2005). 「アメリカ属領法人優遇税制と製薬産業」. 立命館国際研究18巻1号, p. 75. 
46 Raymond Wacker and Allen Karnes (1994). Allocation of Controlled Intangible Income under the I.R.C. 
§936 Credit: Effects of Recent Transfer-Pricing Regulations and the Omnibus Budget Reconciliation Act of 
1993. California Western International Law Journal Volume 24, p. 160. 
47 Joint Committee on Taxation (1986). General Explanation of the Tax Reform Act of 1986, pp. 
1013-1015. 
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いないBEPS問題である。この経緯より、OECDは所得相応性基準という用語を用いないとしても、定
期的調整の対象取引である関連者間HTVI取引の定義において、 
i. 無形資産等が関連者間で取引されること 
ii. 納税者が信頼して比準できる独立企業間取引が存在しないこと 
iii. 取引対象の無形資産に由来する将来キャッシュ・フロー等将来情報が、取引開始時点で納税
者にとって極めて不確実であること 
という条件を盛り込む必要性があったと考えられる。 
 
第2節 定期的調整と独立企業原則との整合性 
 
 国際的な関連者間無形資産取引の対価を、その無形資産に帰すべき所得の金額と釣り合いのとれたも
のとするための具体的な方法として、財務省規則に定期的調整が定められた。つまり議会は、無形資産
の対価は取引時点の対価算定根拠を考慮するのみでは不十分と考え、取引の結果として実現した実際の
利益も考慮に入れ、取引された無形資産に帰す所得の変化を反映するように対価の調整を行うことを求
めた48。この定期的調整については、1986年の税制改正当時から独立企業原則と整合的であるか否かと
いう議論が行われてきた。また、この問題はOECDの想定する定期的調整が独立企業原則と整合的であ
るか否かという疑問にも関連する。White Paperによると、米国の証券取引委員会等に開示されたデータ
を分析した結果、非関連者間において特に収益性の高い無形資産を取引する場合、一般的には取引後に
何らかの契約修正が行われるメカニズムを盛り込んだ長期契約を締結すると分析されたので、米国財務
省及び IRSは、定期的調整は独立企業原則と整合的であると結論付けている49。 
 また、次のように考えて、非関連者間では無形資産の取引後、長期に渡り対価の調整ができることが
一般的であり、関連者間において取引後の調整を行わないことはむしろ独立企業原則に反すると言える
かもしれない。 
 非関連者は各々別に利益を追求する一方、関連者は企業グループ全体を一つの経済単位として利益を
追求するという根本的な差異がある50。非関連者間では、譲渡人は取引までにかかった無形資産開発費等
をできるだけ回収するために、無形資産取引時点において取引後も対価を調整できるとする契約を締結
するインセンティブがある。しかし、関連者間においては譲渡人のみが無形資産開発費等を回収するこ
                                            
48 前註釈49, p. 1016. 
49 Treasury Department and Internal Revenue Service (1988). A Study of Intercompany Pricing, Chapter 
8. E., p. 71. 
50 前註釈23, p. 195. 
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とにこだわらず、グループ全体として費用を回収しても構わないという考えが生じる。つまり、費用を
回収する場所は必ずしも譲渡人所在国である必要がなくなる。すると、法人所得税率が低い国にて費用
回収を行いたいというインセンティブが働く。さらに関連者間で無形資産を取引し、低税率国において
費用を回収している場合で、取引後予想以上に利益が発生すると、法人所得税の観点から、取引後に対
価を調整したくないという独立企業間取引と反対のインセンティブが働くことが考えられる。したがっ
て、関連者間無形資産取引においても、取引後に対価を調整することが独立企業原則と整合的である状
態と考えられるので、財務省規則に定める定期的調整、ひいてはOECDの想定する定期的調整は独立企
業原則と整合的と考えられる。 
 
第3節 定期的調整の比較 
 
表1：OECDと米国が考える定期的調整適用場面の比較51 
 内容 
1-1：対象取引 関連者間HTVI取引 
（「Transactions involving the transfer or use of HTVI」52） 
（OECD, ¶6.19153） 
1-2：対象取引 無形資産（IRC 936条(h)(3)(B)に規定するものに限る54）の移転又はライセンスの場合 
（IRC 482条） 
2-1：定期的調整を
行える者 
課税当局 
（OECD, ¶6.192等） 
2-2：定期的調整を
行える者 
内国歳入庁地区局長 
（財務省規則 §1.482-4 ¶(f)(2)(i)総論） 
                                            
51 以下の日本語訳は趣旨が把握できる程度に仮訳したものである。 
52 OECD、IRC及び財務省規則で用いられる「Transfer」の日本語訳には「移転」「譲渡」「取引」とする文献
が混在している。本稿では文脈に合わせ、「移転」または「取引」と日本語訳する。 
53 前註釈3,¶6.190, 192 and 193, pp. 110-111. 
54 IRC 936条(h)(3)(B)に規定する無形資産は以下に掲げる、実質的価値のあるもののいずれかである。 
(i) 特許、発明、製法、プロセス、デザイン、様式またはノウハウ 
(ii) 著作権及び文学的、音楽的または芸術的作品 
(iii) 商標、商号またはブランド名 
(iv) フランチャイズ、ライセンスまたは契約 
(v) 手法、プログラム、システム、手順、キャンペーン、調査、研究、予測、見積り、顧客リストまたは
技術情報 
(vi) 上記 iからvの無形資産に類似のもの 
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3-1：定期的調整の
概要 
取引開始時点の価格決定を評価する際、独立企業間であれば取引時に成立していたであ
ろう独立企業間価格決定を知るために、課税当局は財務的成果（financial outcomes）
に関する事後的証拠を用いる権利がある 
（OECD, ¶6.192） 
3-2：定期的調整の
概要 
有効期限が1年を超える契約に基づいて無形資産が移転される場合には、各課税年度に
おいて請求すべき対価の額は、当該無形資産に帰すべき所得の金額と確実に相応するも
のとなるよう調整される。（中略）調査対象課税年度においてそのような調整を行うか
否かの決定に当たっては、内国歳入庁地区局長は、その無形資産が使用される全期間に
渡る全ての関連事実及び状況を考慮に入れることができる。過年度において無形資産に
対する請求額が適正価格であると決定されたとしても、内国歳入庁地区局長が、その後
の課税年度において当該無形資産に対する請求額の調整を行うことを妨げない 
（財務省規則 §1.482-4 ¶(f)(2)(i)総論） 
4-1：対価の支払形
態 
独立企業間における無形資産取引の対価の支払方法として一括支払を行うことは一般
的である。また、複数事業年度に渡り対価を支払う方法も一般的である 
（OECD, ¶6.179） 
4-2：対価の支払形
態 
＜対価を複数回に渡り分割払いする場合＞ 
1年以上の期間に渡る契約に基づき無形資産が取引される場合、各課税年度における対
価は、当該無形資産に帰する所得に相応するよう定期的調整が加えられる可能性がある 
（財務省規則§1.482-4 ¶(f)(2)(i)総論） 
＜対価を取引時に一括払する場合＞ 
関連者間において無形資産が取引され、その対価が一括払である場合、当該対価は無形
資産に帰属する所得に相応する金額でなければならない。ある課税年度に支払われるロ
イヤルティ額が独立企業間ロイヤルティ額と等しいのであれば、当該課税年度における
一括払金額は無形資産からの所得に相応しい。ある課税年度に支払われるロイヤルティ
額は、無形資産の耐久年数（契約期間が当該無形資産の耐久年数より短い場合は、契約
期間）を通して支払われるロイヤルティを一括前払するとして取扱い、取引時点におけ
るライセンシーの予測売上高を考慮し算定される。したがって、ロイヤルティ額の算定
には、一括払金額、適切な割引率、適切な期間における予測売上高を用いて割引現在価
値を算定することが求められる。当該ロイヤルティ支払として取扱う一括払金額は、ラ
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イセンス契約による実際のロイヤルティ支払と同様に§1.482-4(f)(2)(i)の定期的調整を
受ける。 
（財務省規則§1.482-4 ¶(f)(6)一括払いの場合） 
5-1：定期的調整対
象外となる場合 
以下の条件を1つ以上満たすHTVIの移転取引（transfer of HTVI）またはライセンス
取引（use of HTVI）には定期的調整は適用されない。 
i. 納税者が次の情報を提示した場合 
1. 取引時点で価格を決定するために用いられた事前予測の詳細。価格決定の
ためにどのようにリスクが価格算定方法に反映されたか（例：加重期待値）、合理
的に予測可能性な事象やリスクの検討は適切か、発生可能性の検討を含む。 
2. 将来キャッシュ・フロー（financial projections）と実際キャッシュ・フロ
ー（actual outcomes）55の著しい差異に対する信頼性の高い証拠。当該差異は(a)
または(b)が原因で発生したものであるとする。 
(a) 価格決定後に発生し、取引時点において当事者が予測不可能であった開発
や事象 
(b) 結果は予測可能であり、取引時点において発生可能性は過大にも過小にも
評価されていなかったが、発生可能性が予測から外れてしまったこと 
ii. 取引元の者と取引先の者が所在する国の間で議論された対象HTVIの取引に係る
二国間または多国間事前確認の有効期間内である場合 
iii. 上記 iの2で述べた将来キャッシュ・フローと実際キャッシュ・フローの著しい
差異が、取引時点で定めたHTVIの対価を20%以上増加または減少させる影響が
ない場合 
iv. 取引先の者が独立企業間取引において、対象HTVIを用いて初めて利益を計上し
た翌年から5事業年度が経過しており、且つ上記 iの2で述べた将来キャッシュ・
フローと実際キャッシュ・フローの差異が、5事業年度間の将来キャッシュ・フ
ローの±20%未満である場合 
（OECD, ¶6.193） 
                                            
55 OECDの言う「financial projections」と「actual outcomes」の定義は明確ではないが、本稿では文脈より、
取引時点においてHTVIの独立企業間価格算定に用いる「将来キャッシュ・フロー」と、実際HTVIから生じ
る「実際キャッシュ・フロー」と解釈する。ただし当該2つの用語が意味するところについては疑問が残るの
で、第4章第1節第1項にてさらに議論する。 
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5-2：定期的調整対
象外となる場合 
 
（A） 同一の無形資産が含まれる場合：関連者間取引と類似条件下で行われる無形資
産取引が非関連者間に存在し、初課税年度において当該独立企業間取引を比較
対象として用いることができ、当該関連者間において初課税年度で支払われた
無形資産の対価が独立企業間価格である場合 
（B） 比較可能な無形資産が含まれる場合：比較可能な状況下で独立企業間取引を比
較対象として無形資産の独立企業間価格を算定する関連者間取引であり、かつ
以下1～6の各事実が立証される場合 
（1） 各課税年度における対価が、書面による関連者間取引契約に定められており、
当該対価額は初課税年度において独立企業間価格であり、定期的に実質的対価
を支払う必要があり、かつ当該契約は課税年度を通して有効である場合 
（2） 関連者間取引の課税年度において比較対象となる独立企業間対価を定めた書
面による独立企業間取引契約が存在し、契約により当該対価の変更、再交渉、
契約の終了は認められていない場合（もしくは対価について限定的、非偶発的、
定期的変更のみが認められている場合） 
（3） 関連者間契約期間が非関連者間契約期間に概ね一致し、契約有効期間における
上記（2）の条件が類似する場合 
（4） 無形資産に関する関連者間取引契約であるが、無形資産の使用分野または使用
方法の限定が、独立企業間取引契約で定められている場合 
（5） 関連者間取引契約締結後、関連者間取引における譲受人により、予測不可能な
事象による変更を除く機能の実質的変更が行われていない場合 
（6） 検討対象年度及び過去全ての年度において取引当事者が無形資産を使用し実
際獲得した所得または削減した費用が、独立企業間取引契約と比較検討を行っ
た時点で予測可能であった所得または費用削減の予測値の80%未満または
120%超ではない場合 
（C） 独立企業間取引契約との比較以外の方法を用いる場合：独立企業間取引契約と
の比較以外の方法を用いて独立企業間対価を算定する場合であり、かつ以下1
～4の各事実が立証される場合 
（1） 各課税年度の対価額が、関連者間取引契約に定められており、当該契約が課税
年度を通して有効である場合 
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（2） 関連者間取引契約に定められた対価額が初課税年度において独立企業間価格
であり、定期的に実質的対価を支払う必要があり、かつ当該取引契約履行と同
時に適切な補助ドキュメントが準備されている場合 
（3） 関連者間取引契約締結時において予測不可能であった事象により発生する対
価を除き、締結時から譲受人が行う機能に実質的対価が存在していない場合 
（4） 検討対象年度及び過去全ての年度において譲受人が無形資産を使用し実際獲
得した所得または削減した費用が、独立企業間取引契約と比較検討を行った時
点で予測可能であった所得または費用削減の予測値の80%未満または120%超
ではない場合 
（D） 異常な事象：以下1～2の両要件にあてはまる場合 
（1） 取引当事者にとって制御不可能であり、関連者間取引契約締結時点において合
理的に予測不可能であった異常な事象が原因となり、当事者が実際獲得した所
得または削減した費用が予測値の80%未満または120%超になる場合 
（2） 上記（B）または（C）に掲げる要件を全て満たす場合 
（E） 5年期間：定期的な実質的対価の支払を開始した年から5年間、§上記(B)また
は (C)に掲げる要件が全て毎年満たされる場合 
（財務省規則§1.482-4 ¶(f)(2)(ii)適用除外） 
  
1. 対象取引について 
＜対象となる無形資産取引＞ 
OECDが定期的調整の対象とする無形資産取引は、関連者間HTVI取引である。関連者間HTVI取引と
は、第1章3節第1項に述べた通り、関連者間取引開始時点において、①信頼できる比較対象が存在せず、
且つ②取引開始時点で、取引対象の無形資産価値を算定するために用いられる将来キャッシュ・フロー
または取引対象の無形資産に由来する見込み収益値が極めて不確実である、または当該無形資産の価値
評価に用いた仮定が極めて不確かであり、最終完成レベル（level of ultimate success）が取引時に予測
困難である無形資産または無形資産に含まれる権利である。ディスカッション・ドラフトに対するパブ
リック・コメントとして、経団連は「（HTVIの範囲及び特徴が）幅のある概念であり、実態として多く
の無形資産がHTVIの対象となることを強く懸念する」と指摘している56。最終レポート段階においても、
                                            
56 一般社団法人日本経済団体連合会 税制委員会企画部会（2015）.「BEPS行動8（評価困難な無形資産）
に係わる公開討議草案に対する意見」. 
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HTVIの定義と特徴において用語が明確化される、または想定される事例が複数盛り込まれ、HTVIの範
囲が具体的に想定できる状況ではない。 
一方、財務省規則の無形資産は、脚注54に具体的に列挙した無形資産である。（i）から（v）には具体
的な無形資産が示されているが、（vi）に「上記（i）から（v）の無形資産に類似のもの」と入ることに
より、対象無形資産の範囲は広い。  
 
当該無形資産の移転またはライセンス取引が定期的調整の対象である。しかし表1の4-2において、定
期的調整の適用対象外となる場合を細かく規定することにより、最終的にはOECDの対象取引である、
関連者間HTVI取引と範囲は近似すると考えられる。 
＜対象となる取引形態＞ 
 OECDは「Transactions involving the transfer or use of HTVI」と記すことで、移転取引または使用
（ライセンスと解する）取引を対象にしている。 
 IRC 482 条には「transfer (or license)」と対象取引が無形資産の移転取引とライセンス取引の2種類で
あると明示されている。OECD、IRC 482条の定期的調整の対象とする取引は、両方とも移転取引とラ
イセンス取引と考えられる。 
 
2. 定期的調整を行える者について 
 OECD、財務省規則とも、課税当局が定期的調整を行う者としている。この点に関しては第4章第2節
第1項でさらに検討する。 
 
3. 定期的調整の概要について 
 OECDは、「取引開始時点の価格決定を評価する際、独立企業間であれば取引時に成立していたであ
ろう独立企業間価格の決定を知るために、課税当局は財務的成果（financial outcomes）に関する事後的
証拠を用いる権利がある」とある。「取引時点の価格決定を評価する際、独立企業間であれば取引時に成
立していたであろう独立企業間価格の決定を知るために」の部分から、関連者間HTVI取引において、
信頼できる比較対象がない中でも、取引当事者は何らかの根拠に基づいて、当事者が独立企業間価格と
主張する取引対価を取引開始時点で算定する。つまり、取引開始時点において取引当事者は何らかの仮
定を価値評価に用い、将来キャッシュ・フロー等将来情報を予測する。この、取引当事者（納税者）が
有する仮定の根拠や将来キャッシュ・フロー予測といった情報を課税等局は有していない。よって、実
際キャッシュ・フロ （ーfinancial outcomesが厳密に何を指すのか明らかではないが、実際キャッシュ・
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フローと解する）に関する事後的証拠、つまり実際キャッシュ・フローに対応していると考えられる、
取引開始時点で納税者が取引対価決定に用いた情報を、課税等局も入手する権利があることと解する。 
 財務省規則においても「内国歳入庁地区局長は、その無形資産が使用される全期間に渡る全ての関連
事実及び状況を考慮に入れることができる」の部分から、取引開始時点で納税者が取引対価決定に用い
た情報を、課税等局も入手する権利があることと解する。 
 
4. 対価の支払形態 
 OECDは一般的に非関連者間で見られるという理由で、対価の支払形態として、一括支払と複数回に
渡り分割払いする場合を挙げている。しかし、通常の非関連者間有形資産取引や非関連者間無形資産取
引においては、一括支払した取引対価を取引後長期に渡り調整することは考え難い。その背景には、一
括支払により無形資産が取引される場合、特に売買契約や現物出資契約等の一括支払譲渡契約の場合に、
課税上の時効が問題として挙げられる57。そのため、関連者間無形資産取引の対価を取引時点において一
括支払した場合に定期的調整を適用することは、独立企業原則に反すると指摘される虞がある。 
 そこで、対価を複数回に渡り分割払いする場合と、対価を取引時に一括支払する場合に明確に分けて
いる財務省規則の考え方を確認してみよう。財務省規則では一括支払対価を、無形資産の耐久年数を通
して支払われるロイヤルティを一括前払する支払方法として取扱っている。また、本章第2節で述べたよ
うに、非関連者間において特に収益性の高い無形資産を取引する場合、取引後に何らかの契約修正が行
われるメカニズムを盛り込んだ長期契約を締結することは一般的である。よって、長期間支払われるは
ずであったロイヤルティを一括前払したという性質を持つ一括支払対価についても、複数回に渡り分割
払いする対価と同様に定期的調整を適用することに関して独立企業原則と整合的であると考えられる。 
 なお、OECDの想定する定期的調整には、対価を一括支払した場合、どのように定期的調整を行うか
は明示されていない。一方財務省規則では、一括支払対価に定期的調整を適用する場合は、一括支払対
価を各課税年度に割り戻した金額と同課税年度の独立企業間ロイヤルティ金額を比較し、著しい差異が
生じた課税年度において差異を調整することとされている58。 
 
5. 定期的調整の対象外 
 OECDは、iより、納税者が予測に用いた情報を提示することを求めている。また、将来キャッシュ・
                                            
57 前註釈20, p. 351. 
58 財務省規則§1.482-4 ¶(f)(6)(iv). 
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フロー（financial projections）と実際キャッシュ・フロー（actual outcomes）59の著しい差異の理由が
合理的に説明出来れば、定期的調整の対象外としている。iiでは事前確認60を奨励している。事前確認に
ついては財務省規則には記載がない。この点については第4章で再度触れる。定期的調整を課税当局が行
える期間は、対象HTVIを用いて初めて利益を計上した翌年から5事業年度が経過するまでとしており、
財務省規則とほぼ同じである。 
 財務省規則は、上記1で述べた通り、定期的調整の取引対象を広く設定してあるので、5において対象
を絞っている。OECDと異なり、同一の無形資産が含まれる場合と比較可能な無形資産が含まれる場合
でも必ずしも定期的調整の対象外になるとは言い切れないが、A、Bの内容より、重要となるのは関連者
間HTVI取引と近似の場合である、Cである。またD、Eでは、OECDも設定している通り、異常な場合
と定期的な実質的対価の支払を開始した年から5事業年度を経過した場合は、定期的調整の対象外となる。 
 また、最終レポートにおいて具体的な乖離率が示されたことは、ディスカッション・ドラフト時点か
らの進展であり、より財務省規則に定める定期的調整と近しい内容になった点である。ディスカッショ
ン・ドラフトでは、「将来キャッシュ・フローと実際キャッシュ・フローの差異が著しい場合のみ、定期
的調整を行う」とされていたのに対し61、最終レポートでは±20%以上の差異が発生している場合に定期
的調整の対象となりうるとし、具体的な乖離率が示される変化があった（表中5-1 iii及びiv）。ディスカ
ッション・ドラフトに対するパブリック・コメントとして、経団連は「著しい差異」について具体的な
乖離率または金額等の数値基準を用いるべきと指摘していたが62、この指摘は最終レポート段階で実現さ
れたことになる。 
   
                                            
59 OECDの言う「financial projections」と「actual outcomes」の定義は明確ではないが、本稿では文脈より、
取引時点においてHTVIの独立企業間価格算定に用いる「将来キャッシュ・フロー」と、実際HTVIから生じ
る「実際キャッシュ・フロー」と解釈する。ただし当該2つの用語が意味するところについては疑問が残るの
で、第4章にてさらに議論する。 
60 事前確認制度とは、納税者が課税等局に申し出た独立企業間価格の算定方法等について、課税当局がその合
理性を検証し、確認を与えた場合には、納税者がその内容に基づき申告を行っている限り、移転価格課税を行
わないという通達上の手続きである。 
61 前註釈19, ¶13, p. 5. 
62 前註釈56. 
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第4章 OECDの想定する定期的調整の問題点 
 
 第 3章の比較を踏まえ、現段階のOECDが考える定期的調整の不明確な点、修正すべき点、我が国
の現行法との整合性について述べる。その上で、自らの解決案を提示する。 
 
第1節 OECDの想定する定期的調整で明確にすべき点 
 
第1項 用語の定義が不明確である点 
 根本的な問題として、第1章第4節に述べたように、最終完成レベル（level of ultimate success）が
何を意味するのか不明確である。よって、「最終完成レベル（level of ultimate success）が取引開始時に
予測困難である」とあるが、何を予測すればよいのか不明確である。 
 また注釈55でも述べたが、OECDの言う「financial projections」と「actual outcomes」の定義は明
確ではないため、取引時点においてHTVIの独立企業間価格算定に用いる「将来キャッシュ・フロー」
と、実際HTVIから生じる「実際キャッシュ・フロー」と解釈し、差異20%以上を計算すればよいのか
定かではない。効果的にBEPS問題に対処するには、用語の定義を明確化する必要がある。 
 用語の不明確さにより、何を計算すればよいのか不明であることに加え、HTVI の範囲が具体的に想
定できる状況ではないので、実務上何をOECDの想定する定期的調整の対象取引として扱うべきか不明
確な点も明確化の必要がある（第3章第3節参照）。 
 
第2項 定期的調整後の対価の取扱が不明確である点 
 第3章第3節で述べたように、対価の支払形態の区別についてOECDでは詳細に議論することなく、
一括支払と複数回に渡り分割払いする場合を想定している。したがって、取引時点で取引対価を一括支
払し、定期的調整を行う場合、調整後の対価は発生時点に遡及した金額として調整されるのか、発生時
点で認識した調整額をそのまま用いるのかは、OECDの想定する定期的調整において不明確である。こ
の点を明確化しなければ、効果的にBEPS問題に対処できない場合が残る。実際、財務省規則において
は、対価を一括支払し、定期的調整を行う場合の対価の取扱は、定期的調整導入当時から1994年の財務
省規則に至るまで議論が続いた点であり63、OECDも詳細に検討する必要があると考えられる。 
 
                                            
63 前註釈20, p. 352. 
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第3項 HTVIに起因する実際キャッシュ・フローの把握方法が不明確である点 
 取引過程で価値が付加されるHTVIを、研究開発拠点である複数の法人間で取引する場合では、どの段
階の研究がいくらのキャッシュ・フローを生むのか予測値を設定し、その上、各拠点で行われた研究開
発が、いくらの実際キャッシュ・フローを生んだのか、実際キャッシュ・フローを厳密に区分把握し、
各法人の貢献度を評価することは多くの場合困難である。よって、HTVIに起因する実際キャッシュ・フ
ローを如何に把握すべきか明確化が必要である。当該実際キャッシュ・フローを把握する問題は、第3章
第2節において、米国にて定期的調整を導入した際、米国議会が取引の結果として実現した実際の利益も
考慮に入れることを求めたと述べた通り、財務省規則においても考えられた問題である。しかしOECD
の最終レポートにおいても、当該問題に対する実務的な解決策は未だ示されていないと言え、今後OECD
の想定する定期的調整を各国が導入する場合の課題になると考えられる。 
 
第2節 OECDの想定する定期的調整で修正すべき点 
 
第1項 定期的調整は「後知恵」であるとの批判について 
 1986年に米国が定期的調整を導入した当初、EU 諸国から「後知恵（hindsight）」的なものであると
の批判がなされた64。今日においても同様の批判は残る65。この批判に対しては、OECDの想定する定期
的調整を行うことができる者を、納税者と課税当局の両者にすることで解決することを提案する。何故
なら、将来キャッシュ・フローの見積もりと実際キャッシュ・フローの測定は両者にとって困難を伴い、
納税者が最善の注意を払って将来キャッシュ・フローを見積もり、実際キャッシュ・フローの測定を行
ったとしても、2つのキャッシュ・フロー間に著しい乖離が生じる可能性がある。OECDは、この救済措
置として、「価格決定後に発生し、取引時点において当事者が予測不可能であった開発や事象が原因で発
生した、将来キャッシュ・フロ （ーfinancial projections）と実際キャッシュ・フロ （ーactual outcomes）
の著しい差異に対する信頼性の高い証拠」を示すことで、定期的調整の対象外としている（表1の5-1）。 
 しかし、予測不可能であったか否かの判断で、納税者と課税当局が争うことが考えられる。取引時点
において納税者にとって予測不可能であったか否かの証明は、納税者に取って負担が大きい場合も考え
られ、納税者は取引時点において最善を尽くして予測を行ったにもかかわらず、納税者による証明が失
敗に終わる可能性もある。したがって、納税者と課税当局の両者が定期的調整を行えることとしてはど
                                            
64 居波邦泰.「無形資産の国外関連者への移転等に係る課税のあり方 –我が国への所得相応性基準の導入
の検討–」. 税大論叢, p. 450. 
65 阿部泰久 (2013). 「無形資産に係る実務上の諸問題について」. 21世紀政策研究所, p. 61. 
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うか。取引時点において納税者が最善を尽くして予測を行ったとしても生じた、不慮の著しい差異を後
年納税者が自主的に調整できるとすることで、定期的調整は課税当局のみの後知恵ではなくなり、納税
者にとっても予測の困難さを補う制度になると考えられる。 
 因みに最終レポートでは、OECDの想定する定期的調整を行うことができる者は、「取引時点の価格
決定を評価する際、独立企業間であれば取引時に成立していたであろう独立企業間価格決定を知るため
に、課税当局は財務的成果に関する事後的証拠を用いる権利がある」との記述から、課税当局（tax 
administrations）と解するので66、両者から定期的調整を行えるようにするには、最終レポートの修正
が必要である。 
 
第2項 事前確認制度の利用について 
 表1の5-2 iiiより、取引元の者と取引先の者が所在する国の間で議論された対象HTVIの取引に係る二
国間または多国間事前確認の有効期間内である場合、定期的調整は行われないことになる。事前確認制
度とは、納税者が課税等局に申し出た独立企業間価格の算定方法等について、課税当局がその合理性を
検証し、確認を与えた場合には、納税者がその内容に基づき申告を行っている限り、移転価格課税を行
わないという通達上の手続である67。 
 事前確認制度の定義からわかる通り、当該制度は納税者の予測根拠の合理性は保証できるかもしれな
い。しかし、そもそも予測根拠の合理性のみ保証していても、つまり定期的調整を導入しても、BEPS
問題には対処しきれない。後年、事前確認で用いた独立企業間価格の算定方法によりHTVIの独立企業間
価格を算定したところ、独立企業間価格から乖離する場合もありうる。その場合でも納税者が事前確認
制度を利用していたら、課税当局は更正を行うことはできないことになる。これではBEPS問題の解決に
ならないばかりか、BEPSを課税当局が容認することになる。したがって、表1の5-2 iiiに挙げられる定
期的調整の対象外となる条件は、むしろ削除し、OECDの定期的調整を修正すべきではないだろうか。
財務省規則においては、納税者が事前確認制度を利用したことを以って定期的調整の対象外とする規定
は無い（表1の5-2）。これは、第3章第2節で述べた通り、取引された無形資産に帰す実際キャッシュ・フ
ローの状況も勘案し取引対価を調整することを目的とした、米国財務省規則に定める定期的調整の目的
にそぐわないためと考えられる。 
  
                                            
66 前註釈3,¶6.192, p. 111. 
67 増井良啓、宮崎裕子 (2013). 「国際租税法」. 東京大学出版会, p. 180. 
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第3節 我が国の現行法との整合性について検討が必要な点 
 
 表1の5-1について、取引時点で予測した将来キャッシュ・フローより、実際キャッシュ・フローが著
しく少なかった場合、マイナスの定期的調整を行うことが当然に必要となるはずであるが、そのような
対応も課税当局は予期しているのかと言う疑問が存在する68。 
 OECDの想定する定期的調整では、取引時点において当該HTVIの独立企業間価格算定に用いる将来キ
ャッシュ・フローと、実際HTVIから生じる実際キャッシュ・フローの差異が、HTVIの対価または将来
キャッシュ・フローのマイナス20%以上になる場合も定期的調整の対象と読み取れる。つまり、申告所
得金額が独立企業間申告所得金額に比べて過大である場合も定期的調整の対象とされ、調整された場合
税金の還付を行う可能性もあると解するが、実際に税金の還付を行うのであろうか。 
 仮に申告所得が過大である場合の調整が行えるとした場合、以下に示すように我が国の現行法との整
合性について検討が必要な点がある。 
 我が国においては国外関連者取引につき、法人が国外関連者から支払を受ける対価の額が独立企業間
価格を超える場合または国外関連者に支払う対価の額が独立企業間価格に満たない場合における独立企
業間価格との差額については、所得の金額の計算上、確定申告書等において減額できないこととされて
いる（租税特別措置法66条の4、租税特別措置法通達66条の4(8)-2）。法人が国外関連者から支払を受け
る対価の額が独立企業間価格を超える場合に独立企業間価格との差額を減額しないというのは、我が国
において申告所得金額が独立企業間申告所得金額に比べて過大であっても、税金の還付は行わないこと
を意味する。また、国外関連者に支払う対価の額が独立企業間価格に満たない場合でも独立企業間価格
との差額を減額しないということも、我が国において申告所得金額が独立企業間申告所得金額に比べて
過大であっても税金の還付は行わないことを意味する。つまり、OECDの想定する定期的調整と我が国
の租税特別措置法が整合的ではない。納税者と課税当局の両者が定期的調整を行えるとする場合は、こ
の整合性を確保する必要がある。 
 
 
 
  
                                            
68 前註釈65, p. 61. 
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おわりに 
 
 本稿では、最終レポートに記される、OECDの想定する定期的調整について詳細に内容を分析すると
ともに、当該定期的調整に存在する問題点を挙げ、問題点に対する著者の考えを記した。この問題点は、
OECDの想定する定期的調整がよりBEPS問題の対処策として効果的に機能することを目指して指摘し
たものである。 
 OECDの想定する定期的調整の理解には、類似の先行事例である米国財務省規則に定められる定期的
調整の分析も必要不可欠である。両者は類似点も多く、財務省規則に定める定期的調整に対して長年な
されてきた議論は、OECDの想定する定期的調整を理解する上でも役立つ。しかし、両者の相違点、特
に財務省規則には定められておらず、OECDの想定する定期的調整には盛り込まれている事項について
は、今後OECDはさらなる制度の詳細を検討する必要性がある。また、OECDが想定する定期的調整を
各国が導入する場合、各国国内法と相違する点については、OECDや各国政府も引き続き調整が必要と
なるだろう。 
 特に本稿では深く述べなかったが、近年関連者間無形資産取引を通してのBEPSに利用され、財務省規
則に定められる定期的調整ではカバーされていないCCA契約については、本稿に関連し、さらなる研究
を行う余地がある。例えば最終レポートでは、CCA契約の各参加者への費用分担の根拠は、各参加者が
貢献した費用ではなく、「value」に基づくべきとする提案がなされている69。しかし、ここでOECDが
用いている「value」が具体的に何を意味するのか明確ではない上、この「value」を決定することの難
しさがCCAの問題の一つであろう。 
 関連者間無形資産取引における移転価格税制上の問題点は、関連者間取引の性質、無形資産と無形資
産取引の性質上、常に存在すると考えられる。しかし、今後OECDから公開される無形資産取引の独立
企業間価格算定に係る方針等で、継続的にこの分野の動向をフォローし、関連者間無形資産の適正取引
対価のより合理的な算定方法を模索する必要がある。 
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69 前註釈3,¶8.27, p. 170.  
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Appendix 1 判例：Nestle事件70 —譲渡取引の例— 
 一般的に、無形資産取引は取引形態により2種類に分類できると考えられる。無形資産の所有権等を
譲渡する取引（譲渡取引）、無形資産の使用権をライセンス契約し、ロイヤルティの授受が行われる取引
（ライセンス取引）である。Appendix 1で紹介するNestle事件は、無形資産に関する譲渡取引であり、
無形資産の譲渡対価算定方法を巡って納税者と課税当局が争った事件である。 
 
図1：Nestle関係図 
 
 背景：食品会社大手のNestleグループは、米国市場での業績改善を行うことをスイス本社のNestle S. 
A.（以下NSA）で決定し、NSAの米国子会社であるNestle Holdings, Inc.（以下Nestle）を通じて、
米国に拠点を置くペット用・人間用食品製造販売会社のCarnation Co.（以下Carnation）を公開買付に
より買収した。よって、1985年1月10日にCarnationはNestleの子会社となった。本件買収におい
て、Nestleは IRC 338条に基づくCarnationの資産評価に係る選択を行ったため、NestleはCarnation
の保有する資産を時価評価する必要が生じた71。また、Nestleグループの方針として、グループ全体の
無形資産はNSAが一括所有・管理を行うため、Carnationが有する無形資産の評価を行い、NSAに譲
渡することとなった。Carnationの資産評価はAmerican Appraisal Association（以下AAA）が行い、
評価対象資産は棚卸資産、商標及び商号、特許未出願技術であった。本件は厳密には IRC482条の問題
というよりむしろ IRC338条の問題であるが、無形資産譲渡時の評価額（Fair Market Value、公正市場
価値）が争われた判例であるため、無形資産全体の評価額、商標及び商号と特許未出願技術の評価額に
ついて以下に詳しく検討する。 
                                            
70 Nestle Holdings, Inc. v. C.I.R., T. C. Memo. 1995-441 (1995) and 152 F. 3d 83 (2nd Cir. 1998). 
71 株式買収の場合は単純な株主の変更であるので、買収会社において取得した被買収会社の資産を帳簿価額で
引き継ぐが、IRC338条は、これを選択することで、一定の要件を満たす株式買収を税務上のみ資産買収とし
て取り扱い、買収後は取得財産の時価を基準とする減価償却が選択できる制度である。（関谷浩一、西田宏之 
(2009).「クロスボーダーM&Aの税務戦略（下）」. 税務弘報, p. 147.） 
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 なお公正市場価値は、資産が譲渡人から譲受人に自発的に所有権が移転する時の価格であり、当該売
買は強制された取引ではなく、譲渡人も譲受人も取引に係る事実について合理的な知識を有する者とす
ると定義される72。さらに公正市場価値の代表例として非関連者間における独立企業間価格が挙げられる
ため73、本稿においては公正市場価値を独立企業間価格と同義として扱う。 
 
 無形資産全体の評価額：AAAの評価によると、Carnationが有し、NSAに売却した無形資産全体の
公正市場価値はUSD 425,630,700であり、これに IRC338条下での調整を加えてCarnationの財務諸
表上では本件無形資産全体の帳簿価額はUSD 435,837,000であったとした。よって1985年にCarnation
は米国でUSD 10,206,300のキャピタルロスを申告した。 
 一方米国内歳入庁（Internal Revenue Service、以下 IRS）は、当該無形資産全体の公正市場価値は
USD 163,556,000とし、よってCarnationはUSD 262,074,700のキャピタルゲインを申告すべきであ
るとした。納税者と IRSの無形資産評価額差異の主要発生原因はCarnationが有した商標及び商号と特
許未出願技術の評価額差異であるので、各々につき説明する。 
 
 商標及び商号の価値評価：論点はCarnationが米国とカナダにおいて権利を有する商標及び商号の公
正市場価値算定方法である。納税者は当該商標及び商号全体の公正市場価値はUSD 346,000,000と算定
し、IRSはUSD 146,100,000と算定した。各々の根拠を以下の表2に示す。 
 
表2：検討された評価額算定方法一覧 
算定方法 説明  
利益分割法 
（Profit-Sprit Method） 
商標及び商号の使用に関して、仮想のライセンシー
がライセンサーに支払うであろうロイヤルティの割
合に基づいて税引後利益を分割する方法。分割割合
についてはライセンシーからライセンサーに支払う
商標及び商号のロイヤルティに関する最近の判例に
基づき算定した。 
Nestle側の専門家であるReilly氏の算定方法は利益
分割法を第一に採用しており、公正市場価値をUSD 
Nestle
が採用 
                                            
72 United States v. Cartwright, 411 U.S. 546 (1973). 
73 Banc One Corp. v. Commissioner, 84 T. C. at 502. 
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340,000,000以上と算出した。 
販売価格差異法（Selling-Price-Differential 
Method） 
Carnationのノンブランド製品と比較し、同社ブラ
ンド製品が価格面で上回る分を仮想のライセンシ
ー、ライセンサー間で分割すると考える方法。分割
割合については最近の判例に基づき算定した。しか
しNestle側の専門家であるReillyは、商標及び商号
の所有者が支払うべき販売価格の割合のみを独立し
て算定することは困難とし、当該方法は最優先には
採用しないこととした。 
 
計量経済的手法 
（Econometric Method） 
純売上高に占める商標の経済的価値を、計量経済学
の手法を用いて求める方法。Nestleは、当該方法は
他の方法と組み合わせる場合のみ使用できると考
え、単独で用いる最優先の算定方法ではないとした。 
 
ロイヤルティ免除法（Relief-from-Royalty 
Method） 
Nestleが行ったロイヤルティ免除法は、非関連者間
のライセンス契約に基づく投資をもとに、合理的な
ロイヤルティ料を算定する方法。多数の契約を参照
し、個々ではなく、Carnationが所有する全ての商
標及び商号についての公正なロイヤルティ料率を
4%と算定した。 
 
ロイヤルティ免除法（Relief-from-Royalty 
Method） 
IRSが行ったロイヤルティ免除法は、個々の商標及
び商号に着目し、次の3段階で算定する。 
① 各製品ラインにおける予測超過収益を決
定する。 
② 各商標及び商号について合理的なロイヤ
ルティ料率を選択する。 
③ ①、②からロイヤルティ支払額の割引現在
価値を算定する。 
当該方法に基づき、IRSはCarnationが保有する無
形資産の合計公正市場価値はUSD 146, 100,000と
IRSが採
用 
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算定した。 
 
 特許未出願技術の価値評価：Carnationが有する5種類の特許未出願技術、①Flash-18、
②Drying/Instantizing、③Coating、④Mibolerone Dog Food、及び⑤Low-pH/Hot-Fill-and-Holdの公
正市場価値評価について争われた。Carnationは特許未出願技術の公正市場価値合計額はUSD 
106,018,700と申告した。一方 IRSは特許未出願技術の合計公正市場価値はUSD 21,204,000と判断し
た。当該5種類の技術評価額について、納税者、IRS各々の算定方法を以下表3に示す。なお、表中の
合計額が各々一致しないのは、関連者間取引プレミアムやゴーイングコンサーン価値等、Nestleグルー
プ全体に由来する公正市場価値の調整が表中の合計額に加えられている影響と推察する。 
 
表3：Nestle、IRSによる特許未出願技術の評価額算定方法 
 
租税裁判所の判断（商標及び商号の価値評価について）：租税裁判所はNestleの提示した商標に係る
公正市場価値根拠は信用するに足らず、Carnationは1985年にキャピタルゲインを認識する必要があっ
たと判断した。また IRSが提示した公正価値評価方法を合理的とし、採用した。 
 
控訴審裁判所の判断（商標及び商号の価値評価について）：ロイヤルティ免除法による算定方法では、
商標を使用すべき局面に係る意思決定権等を評価に反映することができず、商標の価値があるべき公正
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市場価値より低く算定されてしまい74、公正市場価値を正確に見積もっていないと考える。さらに、商標
の所有者には、商標を最も価値のある方法で使用し、価値を高めようとするインセンティブがあり、ま
たそうする支配力も有する。一方商標のライセンシーは商標を一時的または限定的使用を超えて使用す
ることはできない。ロイヤルティ免除法ではこの差が反映されない。よって租税裁判所がロイヤルティ
免除法を採用した判決を誤りとし、差し戻した。1985年にCarnationがキャピタルゲインを認識すべき
であったとする租税裁判所の判断は支持する。 
 
租税裁判所の判断（特許未出願技術の価値評価について）： 
 
表4：租税裁判所による特許未出願技術の評価額算定方法 
 
 租税裁判所は、基本的にNestleが提示した評価額に則して5種類の特許未出願技術の公正市場価値評
価を行った。それは IRSが用いた取替原価法は一般的に、無形資産がユニークで、且つ収益性が無いと
いう理由で他の算定方法が使用できない場合に用いられる方法であり、本件無形資産には用いることが
適当ではないと判断したからである。ただしNestleの評価額は過大であるため、ディスカウントを行う
必要がある。Miboleroneに関してはFDA（Food and Drug Administration）の認可が下りない可能性
があるので、1985年時点の公正市場価値はUSD 3,000,000未満であると修正する。また
Low-pH/Hot-Fill-and-Holdに関してはユニークな技術とは考えられないため、公正市場価値を0とする。 
 
控訴審裁判所の判断（特許未出願技術の価値評価について）：租税裁判所の判決を支持。  
                                            
74 詳しくはAmerican Soc’y of Composers, Authors & Publishers v. Showtime/The Movie Channel, Inc., 
912 F. 2d 563, 569 (2d Cir. 1990) を参照。 
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Appendix 2 判例：Bausch & Lomb事件75 —ロイヤルティ取引の例— 
 Appendix 1のNestle事件は譲渡取引であったが、Bausch & Lomb事件では、無形資産をライセンス
し、ロイヤルティ取引を行っていた。そのロイヤルティ料率が独立企業間料率として適正か否かが論点
となった事件である。 
 
図2：Bausch & Lomb関係図 
 
 背景：ソフトコンタクトレンズ業界大手である米国法人のBausch & Lomb Incorporated（以下B&L）
は、将来的に国際市場、特に欧州市場での需要増加を見込み、1980年2月1日、アイルランドに製造、
販売機能を有する子会社であるBausch & Lomb Ireland（以下B&L Ireland）を設立した。また、1981
年1月にB&Lは、B&Lが有する特殊技術を用いたレンズの製造方法の使用に関し、B&L Irelandとラ
イセンス契約を締結した。当該特殊技術は、1982年まで米国内ではBausch & Lombが独占的に使用し
ていた低コスト製法である76。加えて、B&LとB&L Irelandが締結した契約には、B&L Irelandは全世
界においてB&Lの商標を用い、ソフトコンタクトレンズを販売できる旨も含まれている。その対価とし
て、B&L Irelandは自社のコンタクトレンズ純売上高の5%をロイヤルティとしてB&Lに支払う。また、
当該ロイヤルティの他に、1981年3月よりコンタクトレンズの製造を開始したB&L Irelandは、B&L
へ製品を内部販売しており、1981年はB&L Irelandの総売上高の61%、1982年は56%をB&Lへ販売
した。この時のB&L-B&L Ireland間のコンタクトレンズの移転価格は、1枚USD 7.50であった。本件
の論点は、B&LとB&L Ireland間で授受されるべき独立企業間ロイヤルティ料率と、コンタクトレン
ズの独立企業間価格の2点である。 
 これに対し IRSは、1981年と1982年においてB&L IrelandがB&Lに支払うべき独立企業間ロイヤ
                                            
75 Bausch & Lomb Incorporated v. CIR, 92 T. C. 525, pp. 529-594. 
76 1981年から1982年にかけては、B&Lの競合他社は1ユニットUSD 4.00またはUSD 6.00のコストで製
造していたところ、B&Lは当該技術を用いて1ユニットUSD 1.50で製造が可能であった。 
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ルティ料率は、B&L Irelandにおける税引前当期純利益の20%であるべきとし、更正を行った。IRSの
ロイヤルティ料率算定の根拠は、B&L IrelandからB&Lへの内部販売価格がレンズ1枚あたりUSD 
7.50でなければ、両者は特殊製造技術のライセンス契約を締結しなかったであろうと考え、B&L Ireland
は製造原価と合理的なマークアップのみをB&Lから受け取っている委託製造者であると捉えるところ
にある。つまり無形資産のロイヤルティとレンズの移転価格は一体として考え、「B&L Irelandにおける
税引前当期純利益の20%」に両方とも含まれるという立場をとる。 
 
 租税裁判所の判断：B&LがB&L Irelandに対して支払ったコンタクトレンズ購入の移転価格と、B&L 
IrelandがB&Lに対して支払った製造技術ロイヤルティ料の性質は明らかに異なっており、別々に算定
されるべきである（納税者を支持）。また、B&LはB&L Irelandの製品を全て買い取る保証は行ってお
らず、B&L IrelandはB&Lの委託製造者とは認められないことから、B&LとB&L Ireland間の特殊
製造技術に係る独立企業間ロイヤルティ料率と、コンタクトレンズの独立企業間価格は分けて考えられ
るべきである。そしてB&Lが支払った一枚USD 7.50という移転価格は比較対象取引のデータから、独
立企業間価格と認められる。 
 
 次にB&Lが保有する無形資産使用に対して支払われるべき独立企業間ロイヤルティ料率の問題があ
る。B&Lグループと IRSの主張は以下の通りである。 
納税者：Dr. AronsとDr. Ploktinの分析によると、1981年及び1982年におけるレンズ一枚あたりの
ロイヤルティは、各々レンズの単価USD 7.50の12.81%、11.01%である、USD 0.9611、USD 0.8257
と考えられる。また、Dr. Ploktinの分析によると、一般的にロイヤルティ控除前営業利益はライセンサ
ーとライセンシー間で25:75の比率で配分される。 
 IRS：Dr. ChandlerとDr. Bradfordの分析によると、1981年及び1982年におけるレンズ一枚あたり
のロイヤルティは、最低でもレンズの単価USD 7.50の57.73%である、USD 4.33と考えられる。以上
より、1981年及び1982年において米国で認識されるべき課税所得は、各々USD 2,778,000、USD 
19,793,750であったと更正する77。 
 
租税裁判所の判断：納税者、IRS双方の主張を以下の根拠により認めなかった。 
まず、1980年にB&LがB&L Ireland工場の収益性検討について参照したSpecial Expenditure 
                                            
77 対してB&L Irelandが申告した課税所得は、1981年においてはUSD 2,359,331、1982年においてはUSD 
18,425,750であった。933 F. 2d 1084 (2nd Cir. 1991), p. 1087. 
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Application（特定支出申請書）を元に、①コンタクトレンズに新素材が使用されB&Lグループの売上
高が減少すると予想し、1986年から1989年の売上高を下方修正、②より安価でコンタクトレンズを製
造する競合他社が現れると予想し、1983年以降のコンタクトレンズの単価を下方修正し、売上高及びロ
イヤルティ控除前営業利益を以下の通りに予測する。 
 
表5：1980年-1989年におけるB&L Irelandの予想売上高及び予想営業利益 
 
 
 租税裁判所はIRSの主張を認めない。仮にロイヤルティ料率を57%として予想営業利益を計算すると、
下表6の通りになる。つまり、1980年から1989年においてB&L Irelandは営業利益が常にマイナス値
であるという計算である。このようなロイヤルティ料率の設定は独立企業間では考え難いため、IRSの
主張は認められない。 
 
表6：B&L Irelandが支払うロイヤルティが57%の場合 
 
 
 さらに租税裁判所は納税者の主張を認めない。仮にロイヤルティ料率を15%として予想営業利益を計
算すると、下表7の通りになる。この場合、内部収益率は約35%となり、B&L Irelandへの初期投資
USD 8,363,000は最初の3年で回収される。この回収期間はB&L Irelandが負うリスクの程度に鑑みる
と短すぎると考えられる。また、ロイヤルティ控除前営業利益を25:75で配分することについては、B&L 
Irelandのライセンス契約は一般化できないユニークな契約と解する。例えば、一般的なライセンス契約
では、一方が特殊な製造技術を有しており、もう一方は資本やマーケティングネットワークを有してお
単位：千USD
1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
予想売上ユニット数 - 1,000 2,100 3,100 3,200 3,225 2,580 1,935 1,290 645 19,075
予想単価 - 7.50 7.50 6.50 6.00 5.50 5.00 4.50 4.00 3.50 -
予想売上高 - 7,500 15,750 20,150 19,200 17,738 12,900 8,708 5,160 2,258 109,363
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
単位：千USD
1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
ロイヤルティ（ 57%と仮定） - 4,275 8,978 11,486 10,944 10,110 7,353 4,963 2,941 1,287 62,337
ロイヤルティ控除後予想営業
利益
-1,231 -1,721 -2,563 -3,367 -2,144 -417 -1,186 -1,676 -1,888 -1,824 -18,017
 48 
り、双方の優位点を有効活用するために契約が締結される場合が想定される。しかし本件では、B&Lが
製造技術とマーケティングネットワークを有し、B&L Irelandは資本を有するにすぎない。よってB&L 
Irelandは本件契約において弱いバーゲニングポジションにある点で、一般的なロイヤルティ控除前営業
利益の配分比率は適用できないと考えられる。 
 
表7：B&L Irelandが支払うロイヤルティが15%の場合 
 
 
 そこで租税裁判所としては、次の通りにロイヤルティ料率を考える。ロイヤルティ料率を20%として
予想営業利益を計算すると、下表8通りになる。この場合、内部収益率は約27%となり、B&L Ireland
への初期投資USD 8,363,000は最初の4年で回収される。内部収益率27%の内訳は、12%が本件事業に
おける無リスク部分に対する投資の内部収益率であり、15%が本件事業でB&L Irelandがリスクを負う
投資に対する内部収益率と推定する。したがって、B&L Irelandのレンズ販売価格の20%をロイヤルテ
ィ料率と判断する。ロイヤルティ料率20%で再計算した場合、1981年及び1982年にB&Lが受け取る
べきであったロイヤルティ額は各々、USD 1,674,000、USD 5,541,000と決定する。下表9にB&L 
IrelandがB&Lに実際支払ったロイヤルティ額と、租税裁判所による決定金額を対比して示す。 
 
表8：B&L Irelandが支払うロイヤルティが20%の場合 
 
 
表9：ロイヤルティ額の対比 
単位：千USD
1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
ロイヤルティ（15%と仮定） - 1,125 2,363 3,023 2,880 2,661 1,935 1,306 774 339 16,405
ロイヤルティ控除後予想営業
利益
-1,231 1,429 4,053 5,097 5,920 7,032 4,232 1,981 279 -876 27,915
本件事業の割引現在価値
（内部収益率35%）
-1,231 1,058 2,224 2,071 1,782 1,568 699 242 25 -59 8,379
単位：千USD
1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
ロイヤルティ（20%と仮定） - 1,500 3,150 4,030 3,840 3,548 2,580 1,742 1,032 452 21,874
ロイヤルティ控除後予想営業
利益
-1,231 1,054 3,265 4,089 4,960 6,146 3,587 1,546 21 -989 22,446
本件事業の割引現在価値
（内部収益率27%）
-1,231 830 2,024 1,996 1,907 1,860 855 290 3 -115 8,419
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単位：USD 
 1981年 1982年 
B&Lに実際支払ったロイヤルティ額 418,699 1,368,000 
裁判所の決定によるロイヤルティ額 1,674,000 5,541,000 
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